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備考 改正（平成 29年７月） 現行（平成 28年７月）

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

文言の修正 

第Ⅰ章 水道工事積算基準 

第１節 総   則 

１－３ 請負工事費の構成 

(1) 請負工事費の構成は、次のとおりとする。 

直 接 工 事 費

純 工 事 費

工 事 原 価

共 通 仮 設 費

工 事 価 格 間 接 工 事 費

請負工事費 現 場 管 理 費

一般管理費等
消 費 税 等
相 当 額

１－２ 適用範囲 

 略 

１－３ 請負工事費の構成 

（１）～（５）  

  略 

（６） 間接工事費 

 各工事部門共通の前号以外の工事費及び経費であり、共通仮設費と現場管理費に分類される。 

 共通仮設費は工事施工に共通する運搬費、準備費、安全費、イメージアップ経費、役務費、技術管理費等

について積算するものである。 

（７） 略 

（８）消費税等相当額 

 消費税等相当額は、消費税及び地方消費税等相当分を積算するものとする。 

２－１ 材料費 

２－１－１ 数量 

 略 

２－１－２ 価格 

 （１） 価格の決定 

価格は、原則として、入札時における市場価格とし、消費税等相当額は含まないものとする。設計書に

計上する材料の単位あたりの価格を設計単価といい、設計単価は、物価資料等を参考とし、買入価格、買

入れに要する費用及び購入場所から現場までの運賃の合計額とするものとする。 

略

第Ⅰ章 水道工事積算基準 

第１節 総   則 

１－３ 請負工事費の構成 

(1) 請負工事費の構成は、次のとおりとする。 

直 接 工 事 費

純 工 事 費

工 事 原 価

共 通 仮 設 費

工 事 価 格 間 接 工 事 費

請負工事費 現 場 管 理 費

一般管理費等

消費税相当額

１－２ 適用範囲 

 略 

１－３ 請負工事費の構成 

（１）～（５）  

  略 

（６） 間接工事費 

 各工事部門共通の前号以外の工事費及び経費とし、共通仮設費と現場管理費に分類される。 

 共通仮設費は工事施工に共通する運搬費、準備費、安全費、イメージアップ経費、役務費、技術管理費等

について積算するものである。 

（７） 略 

（８）消費税相当額 

 消費税相当額は、消費税及び地方消費税相当分を積算するものとする。 

２－１ 材料費 

２－１－１ 数量 

 略 

２－１－２ 価格 

 （１） 価格の決定 

価格は、原則として、入札時における市場価格とし、消費税相当分は含まないものとする。設計書に計

上する材料の単位あたりの価格を設計単価といい、設計単価は、物価資料等を参考とし、買入価格、買入

れに要する費用及び購入場所から現場までの運賃の合計額とするものとする。 

     略。 
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備考 改正（平成 29年７月） 現行（平成 28年７月）

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

文言の修正 

式の追加 

文言の修正 

第２節 直接工事費の積算 

２－３ 直接経費 

２－３－１ 特許使用料

 略

２－３－２ 水道光熱電力料

 工事を施工するために必要な電力、電灯使用料、用水使用料及び投棄料等とするものとする。

２－３－３ 機械経費

 工事を施工するために必要な機械の使用に要する経費（材料費、労務費を除く）で、その算出は請負工事機械経

費積算要領に基づいて積算する。

 なお、建設機械損料算定表等に記載がないものは見積りを徴する。損料額の決定方法は材料単価の決定方

法による。

第３節 間接工事費等の積算

３－２－１ 共通仮設費

共通仮設費の算定は、表３－２－１－３の工種区分にしたがって所定の率計算による額と積上げ計算による額とを

加算しておこなうものとする。

共通仮設費＝対象額（Ｐ）×共通仮設費率（Ｋｒ）＋積上げ額 

（１）率計算による部分

    ア～ウ 、表3-2-1-1 略

注１．購入桁については、製作を購入と読み替える。

（２）積上げ計算による部分

現場条件等を適確に把握することにより必要額を適正に積上げるものとする。

（３）条件明示

安全対策上、重要な仮設物等については設計図書に条件明示し、極力指定仮設とするものとする。

（４）適用除外

略

表３－２－１－２ 間接工事費等の項目別対象表

略 

注１～注５ 

    略 

第２節 直接工事費の積算 

２－３ 直接経費 

２－３－１ 特許使用料

 略

２－３－２ 水道光熱電力料

 工事を施工するに必要な電力、電灯使用料、用水使用料及び投棄料等とするものとする。

２－３－３ 機械経費

 工事を施工するに必要な機械の使用に要する経費（材料費、労務費を除く）で、その算出は請負工事機械経費積

算要領に基づいて積算する。

 なお、建設機械損料算定表等に記載がないものは見積りを徴する。損料額の決定方法は材料単価の決定方

法による。

第３節 間接工事費等の積算

３－２－１ 共通仮設費

共通仮設費の算定は、表３－２－１－３の工種区分にしたがって所定の率計算による額と積上げ計算による額とを加

算しておこなうものとする。

（１）率計算による部分

    ア～ウ 、表3-2-1-1 略

注１．購入桁については、製作を購入と読み替える。

（２）積上げ計算による部分

略。

（３）条件明示

安全対策上、重要な仮設物等については設計図書に明示し、極力指定仮設とするものとする。

（４）適用除外

略

表３－２－１－２ 間接工事費等の項目別対象表

  略 

注１～注５ 

    略 
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備考 改正（平成 29年７月） 現行（平成 28年７月）

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

文言・説明文の修正 

管材費該当品目の変

更 

注６ 処分費等の取扱い 

処分費等とは下記のものとし、「処分費等」を含む工事の積算は、当該処分費等を直接工事費に計上し、

間接工事費等の積算は、表のとおりとする。 

ア～ ウ  略 

区  分

処分費等が、「共通仮設費対象額（Ｐ）」

の３％以下でかつ処分費等が３千万

円以下の場合 

処分費等が、「共通仮設費対象額（Ｐ）」

の３％を超える場合または処分費等が３

千万円を超える場合 

共 通 

仮 設費 

処分費等は全額を率計算の対象とす

る。 

処分費等は「共通仮設費対象額（Ｐ）」の

３％の金額を率計算の対象とし、３％を超

える金額は、率計算の対象としない。ただ

し、対象とする金額は３千万円を上限とす

る。 

現 場 

管 理費 

処分費等は全額を率計算の対象とす

る。 

処分費等は「共通仮設費対象額（Ｐ）」の

３％の金額を率計算の対象とし、３％を超

える金額は、率計算の対象としない。ただ

し、対象とする金額は３千万円を上限とす

る。 

一 般 

管理費等 

処分費等は全額を率計算の対象とす

る。 

処分費等は「共通仮設費対象額（Ｐ）」の

３％の金額を率計算の対象とし、３％を超

える金額は、率計算の対象としない。ただ

し、対象とする金額は３千万円を上限とす

る。 

注意１～２ 略 

表３－２－１－３ 工種区分 略 

表３－２－１－４ 管材費 

種  別                品                              目 

送・配水管、 
弁栓類 

送配水管材料（継手類、ＢＮＰ含む）、不断水用割Ｔ字管、 
サドル付分水栓、弁栓類など 

注 管材費とは、導水、浄水、送水、配水において水を直接輸送する管類とその接合材料、仕切弁、 

  消火栓、空気弁等の弁類、その他流量計等の管路付属設備の費用をいう。なお、筺及び鉄蓋類、 

さや管類、外面被覆材等の費用は含まない。 

  ※管材は管等の内面が水に接する材料である。 

注６ 処分費等の取扱い 

処分費とは下記のものとし、「処分費等」を含む工事の積算は、当該処分費等を直接工事費に計上し、

間接工事費等の積算は表のとおりとする。 

ア～ ウ  略 

区  分

処分費等が、「共通仮設費対象額（Ｐ）」

に占める割合が３％以下でかつ処分

費等が３千万円以下の場合 

処分費等が、「共通仮設費対象額（Ｐ）」

に占める割合が３％を超える場合または

処分費等が３千万円を超える場合 

共 通 

仮 設費 
全額を率計算の対象とする。 

処分費等が、「共通仮設費対象額（Ｐ）」

に占める割合の３％とし、３％を超える金

額は、率計算の対象としない。ただし、対

象となる金額は３千万円を上限とする。 

現 場 

管 理費 
全額を率計算の対象とする。 

処分費等が、「共通仮設費対象額（Ｐ）」

に占める割合の３％とし、３％を超える金

額は、率計算の対象としない。ただし、対

象となる金額は３千万円を上限とする。 

一 般 

管理費等 
全額を率計算の対象とする。 

処分費等が、「共通仮設費対象額（Ｐ）」

に占める割合の３％とし、３％を超える金

額は、率計算の対象としない。ただし、対

象となる金額は３千万円を上限とする。 

注意１～２ 略 

表３－２－１－３ 工種区分 略 

表３－２－１－４ 管材費 

種  別                品                              目 

送・配水管類 
送配水管材料（継手類、ＢＮＰ含む）、不断水用割Ｔ字管、 
サドル付分水栓、保護鋼管(さや管)、推進用鋳鉄管(鋼管) など 

弁・栓類 
（送・配水管類）

弁栓類、筺用鉄蓋、弁栓筺 など 

その他 水道施設に関わる資材 など 

注1）材料費に含まれる付属品は管材費に含むものとする。 
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備考 改正（平成 29年７月） 現行（平成 28年７月）

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

説明文の修正 

文言の修正 

３－２－２ 共通仮設費の率分

（１）共通仮設費の率分の積算

略

（２）共通仮設費率の補正

ア 施工地域、工事場所を考慮した共通仮設費率の補正及び計算により補正を行うものとする。

（表３―２―２－２共通仮設費率、表３－２－２－１補正値）

表３－２－２－１ 間接工事費等の項目別対象表

施工地域・工事場所区分 補正値（％）

市 街 地 2.0 

山間僻地及び離島  1.0 

地方部
施工場所が一般交通等の影響を受ける場合 1.5 

施工場所が一般交通等の影響を受けない場

合
―

注１．施工地域の区分は以下のとおりとする。

市 街 地   ：施工地域が人口集中地区（DID地区）及びこれに準ずる地区をいう。

DID地区とは、総務省統計局国勢調査による地域別人口密度が4,000人/㎞2以上でそ

の全体が5,000人以上となっている地域をいう。

山間僻地及び離島： 略

地 方 部      ： 略

注２．施工場所の区分は以下のとおりとする。

 略

注３．施工地域・工事場所区分が2つ以上となる場合の取扱い

工事場所において施工地域・工事場所区分が2つ以上となる場合には、補正率の大きい方を適用する。
表３－２－２－２ 共通仮設費率標準値

対象額（Ｐ)

適用区分

工種区分

1,000万円以下 1,000万円を超え 20億円以下
20億円を

超えるもの

下記の率とする

A×Pｂにより算定された率とする。
ただし、変数値は下記による。 下記の率とする

A ｂ

開削工事及び小口径推進工事 13.32% 485.4 -0.2231 4.08%
シールド工事及び推進工事 12.85% 422.4 -0.2167 4.08%
構造物工事（浄水場等） 7.64% 13.5 -0.0353 6.34%

（１）算定式

 略

３－２－３ 運搬費

（１）運搬費の積算

略 

（２）積算方法

ア 共通仮設費に計上される運搬費

（ア）共通仮設費率に含まれる運搬費

ａ  略

ｂ 建設機械の自走による運搬（トラッククレーン油圧伸縮ジブ型80t以上は、積み上げるものとする。）

ｃ ～ ｅ 略

３－２－２ 共通仮設費の率分

（１）共通仮設費の率分の積算

略

（２）共通仮設費率の補正

ア 施工地域、工事場所を考慮した共通仮設費率の補正は表３―２―２－２の共通仮設費率に表３－２－２－１

の補正値を加算するものとする。

表３－２－２－１ 間接工事費等の項目別対象表

施工地域・工事場所区分 補正値（％）

市 街 地 2.0 

山間僻地及び離島  1.0 

地方部
施工場所が一般交通等の影響を受ける場合 1.5 

施工場所が一般交通等の影響を受けない場

合
0.0 

注１．施工地域の区分は以下のとおりとする。

市 街 地   ：施工地域が人口集中地区（DID地区）及びこれに準ずる地区をいう。

DID地区とは、総理府統計局国勢調査による地域別人口密度が4,000人/㎞2以上でその

全体が5,000人以上となっている地域をいう。

山間僻地及び離島： 略

地 方 部      ： 略

注２．施工場所の区分は以下のとおりとする。

 略

注３．施工地域区分が2つ以上となる場合の取扱い

工事場所において地域区分が2つ以上となる場合には、補正率の大きい方を適用する。

表３－２－２－２ 共通仮設費率標準値

対象額（Ｐ)

適用区分

工種区分

1,000万円以下 1,000万円を超え 20億円以下
20億円を

超えるもの

下記の率とする

A×Pｂにより算定された率とする。た
だし、変数値は下記による。 下記の率とする

A ｂ

開削工事及び小口径推進工事 13.32% 485.4 -0.2231 4.08%
シールド工事及び推進工事 12.85% 422.4 -0.2167 4.08%
構造物工事（浄水場等） 7.64% 13.5 -0.0353 6.34%

（１）算定式  

  略 

３－２－３ 運搬費

（１）運搬費の積算

 略 

（２）積算方法

ア 共通仮設費に計上される運搬費

（ア）共通仮設費率に含まれる運搬費

ａ  略

ｂ 建設機械の自走による運搬（トラッククレーンラチスジブ型25t吊及び油圧伸縮ジブ型80t以上は、積み

上げるものとする。）

ｃ ～ ｅ 略
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備考 改正（平成 29年７月） 現行（平成 28年７月）

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

説明文の追加、修正 

文言の修正 

Ｋ、Ｋ‘の削除 

注７を削除し注８を繰

上げ 

（イ）積上げ項目による運搬費

ａ 質量20ｔ以上の建設機械の貨物自動車等による運搬

なお、運搬される建設機械の運搬中の賃料又は損料についても積上げるものとする。建設機械の

日々回送の場合は、共通仮設費率に含む。

ｂ 仮設材等（鋼矢板、H形鋼、覆工板、敷鉄板等）の運搬

   ただし、敷鉄板については敷鉄板設置撤去工で積上げた敷鉄板を対象とする。

ｃ 重建設機械の分解、組立及び輸送に要する費用

（運搬中の本体賃料・損料及び分解・組立時の本体賃料を含む）

ｄ ～ ｅ 略

（３）質量20t以上の建設機械の貨物自動車等による運搬

ア 略

イ 略

A：基本運賃料金

B：諸料金

a.地区割増料・・・・・適用する。

貨物の発地又は着地が、東京都（特別区に限る）又は、住民基本台帳に基づく人口が50万人以上

の都市の場合には、各運輸局が公示した「一般貨物運送事業の貸し切り運賃」の地区割増料を加算

する。

ただし、貨物の発地及び着地が同一都市内又は隣接都市間の場合は、発地又は着地のいずれか

一方についてのみ加算する。

b.車両割増料………適用しない。

C1～C4：運賃割増率（表３－２－３－１）

Cl：特大品割増

C2：悪路割増

C3：冬期割増

C4：深夜早朝割増

その他の割増率は適用しない。

D ～ M 略

表３－２－３－１ 運賃割増率

      Ｃ１ ～ Ｃ３ 略

深夜早朝
割増

運搬時間を「22～5時」に指定する場合。 3割増

注１ ～ 注３ 

  略

注４

（１）運搬される建設機械の運搬中の賃料（Ｋ）及び損料（Ｋ’）

運搬される建設機械の片道分の運搬中の賃料及び損料は次式により計上する。

運搬中の賃料＝運搬される機械の供用１日当り賃料（円）×運搬に要する日数（日）

Ｋ＝運搬される建設機械の運搬中の供用１日当り賃料（円）×Ｌ/（輸送速度×８）

運搬中の損料＝運搬される機械の供用１日当たり損料(円)×運搬に要する日数（日）

Ｋ’＝運搬される建設機械の運搬中の供用１日当り損料（円）×Ｌ/（輸送速度×８）

Ｌ  ：運搬距離（km）基地から現場までの片道距離とする。

輸送速度：（30km/h）

注５ ～ 注６ 

  略

注７．分解組立を要する重建設機械の積算にあたっては、重建設機械分解組立により積算すること。なお、重建

設機械分解組立輸送については、運搬中の賃料（Ｋ）が考慮されている。

（イ）積上げ項目による運搬費

ａ 質量20ｔ以上の建設機械の貨物自動車等による運搬

ｂ 仮設材（鋼矢板、H形鋼、覆工板、敷鉄板等）の運搬

   ただし、敷鉄板については敷鉄板設置撤去工で積上げた敷鉄板を対象とする。

ｃ 重建設機械の分解、組立及び輸送に要する費用

ただし、トラッククレーン（油圧伸縮ジブ型20～50t吊）・ラフテレーンクレーン（油圧伸縮ジブ型20～70t

吊）は除く。

ｄ ～ ｅ 略

（３）質量20t以上の建設機械の貨物自動車等による運搬

ア 略

イ 略

A：基本運賃料金

B：諸料金

a.地区割増料

貨物の発地又は着地が、東京都（特別区に限る）又は、住民基本台帳に基づく人口が50万人以上

の都市の場合には、各運輸局が公示した「一般貨物運送事業の貸し切り運賃」の地区割増料を加算

する。

ただし、貨物の発地及び着地が同一都市内又は隣接都市間の場合は、発地又は着地のいずれか

一方についてのみ加算する。

b.車両割増料………適用しない。

C1～C4：運賃割増率（表３－２－３－１）

Cl：特大品割増

C2：悪路割増

C3：冬期割増

C4：深夜早朝割増

D ～ M 略

表３－２－３－１ 運賃割増率

      Ｃ１ ～ Ｃ３ 略
深夜
割増

運搬時間を「22～5時」に指定する場合。 3割増

注１ ～ 注３ 

  略

注４

（１）運搬される建設機械の運搬中の賃料（Ｋ）及び損料（Ｋ’）

運搬される建設機械の片道分の運搬中の賃料及び損料は次式により計上する。

運搬中の賃料＝運搬される機械の日当り賃料（円）×運搬に要する日数（日）

Ｋ＝運搬される建設機械の運搬中の日当り賃料（円）×２・Ｌ/（輸送速度×８）

運搬中の損料＝運搬される機械の供用日当たり損料(円)×運搬に要する日数（日）

Ｋ’＝運搬される建設機械の運搬中の供用日当り損料（円）×Ｌ/（輸送速度×８）

Ｋ ：運搬中の賃料

Ｋ’：運搬中の損料

Ｌ  ：運搬距離（km）基地から現場までの片道距離とする。

輸送速度：（30km/h）

注５ ～ 注６ 

  略

注７．往復の運搬距離が異なる場合は、各々の距離に応じた運搬日数にて算出のこと。

注８．分解組立を要する重建設機械の積算にあたっては、重建設機械分解組立により積算すること。なお、重建設

機械分解組立輸送については、運搬中の賃料（Ｋ）が考慮されている。

（C4）

（C4）
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備考 改正（平成 29年７月） 現行（平成 28年７月）

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

文言及び規格の修正 

24時間表記への変更

表３－２－３－２ 建設機械運搬方法

機 械 名 規  格

自 走 車 載

備考
速度

(㎞/h)
労務 車種

規格
( t

積 ) 

路 面 切 削 機
（ホイール式・廃材積込装置

付）
2.0m   Ｒ 29.00

除雪ドーザ
（クローラ型 ）（普通）

21t   Ｒ 21.90

ス タ ビ ラ イ ザ
（路上改良用）

幅 2.0m 深 1.2m   Ｒ 23.50

自 走 式 破 砕 機
クラッシャー寸法
開  450mm 
幅  925mm 

Ｒ 30.00

油圧式杭圧入引抜機
（硬質地盤専用）

鋼矢板Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ型用 Ｒ 29.70

油圧式杭圧入引抜機
（硬質地盤専用）

鋼矢板ⅤL・ⅥL・ⅡW・Ⅲ
W・ⅣW型用

Ｒ 37.90

注１ ～ 注３ 略

（４）仮設材等（鋼矢板、H形鋼、覆工板、敷鉄板等）の運搬

ア 仮設材等（鋼矢板、H形鋼、覆工板、敷鉄板等）の運搬費用

表３－２－３－３ 基本運賃表

略 

F1～F2：運賃割増率

F1：冬期割増    略

F2：深夜・早朝割増

運搬時間を「22～5時」に指定する場合。 ３割増

イ 仮設材等（鋼矢板、H形鋼、覆工板、敷鉄板等）の積込み、取卸しに要する費用

仮設材等（鋼矢板、H形鋼、覆工板、敷鉄板等）の積込み・取卸し費

表３－２－３－２ 建設機械運搬方法

機 械 名 規  格

自 走 車 載

備考
速度

(㎞/h)
労務 車種

規格
( t

積 ) 

路 面 切 削 機
（ホイール式・廃材積込装置

付）
2.0m   Ｒ 29.00

除雪ドーザ（プラウ含）
（クローラ型 ）

21t   Ｒ 21.90

ス タ ビ ラ イ ザ
（路上改良用）

幅 2.0m 深 1.2m   Ｒ 23.50

自 走 式 破 砕 機
クラッシャー寸法
開  925mm 
幅  450mm 

Ｒ 30.00

油圧式杭圧入引抜機
（硬質地盤専用圧入機）

鋼矢板Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ型用 Ｒ 29.70

油圧式杭圧入引抜機
（硬質地盤専用圧入機）

鋼矢板ⅤL・ⅥL・ⅡW・Ⅲ
W・ⅣW型用

Ｒ 37.90

注１ ～ 注３ 略

（４）仮設材（鋼矢板、H形鋼、覆工板、敷鉄板等）の運搬

ア 仮設材（鋼矢板、H形鋼、覆工板、敷鉄板等）の運搬費用

表３－２－３－３ 基本運賃表

 略 

F1～F2：運賃割増率

F1：冬期割増    略

F2：深夜・早朝割増

午後10時から午前5時まで ３割

イ 仮設材（鋼矢板、H形鋼、覆工板、敷鉄板等）の積込み、取卸しに要する費用

仮設材（鋼矢板、H形鋼、覆工板、敷鉄板等）の積込み・取卸し費
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備考 改正（平成 29年７月） 現行（平成 28年７月）

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

規格の修正、及び適

用建設機械の追加 

（５）重建設機械分解・組立. 

ア 略

表３－２－３－４ 適用建設機械

機 械 区 分 適用建設機械

ブ ル ド ー ザ
ブルドーザ（リッパ装置付を含む）
普通 21t級以上～63t級以下
湿地 20t級以上～28t級以下

バ ッ ク ホ ウ 系

バックホウ
山積 1.0ｍ３以上～2.1ｍ３以下
（平積 0.7ｍ３以上～1.5ｍ３以下）
油圧クラムシェル・テレスコピック
平積 0.4ｍ３以上～0.6ｍ３以下

クローラクレーン系

クローラクレーン 〔油圧駆動式ウインチ・ラチスジブ型・
機械駆動式ウインチ・ラチスジブ型〕

吊り能力 16t以上～300t以下
クラムシェル 〔油圧ロープ式・機械ロープ式〕
平積 O.6ｍ３以上～3.Oｍ３以下
バイブロハンマ
〔クローラクレーン・油圧駆動式ウインチ・ラチスジブ型・50～55t吊〕

ト ラ ッ ク ク レ ー ン系
トラッククレーン 〔油圧伸縮ジプ型〕
オールテレーンクレーン 〔油圧伸縮ジブ型〕
吊り能力 80t以上～550t以下

クローラ式 杭打機

ディーゼルハンマ（防音カバー装置除く）
油圧ハンマ
アースオーガ（二軸同軸式を含む）
ディーゼルハンマ・アースオーガ併用
モンケン・アースオーガ併用
アースオーガ併用圧入杭打機
アースオーガ中掘式
機械質量 20t以上～150t以下

オールケーシング
掘 削 機

オールケーシング掘削機〔クローラ式〕
掘削径 2,000㎜以下
オールケーシング掘削機〔据置式・全旋回型〕
掘削径 2,000㎜以下

地 盤 改 良 機 械

中層混合処理機
機械質量 20ｔ以上～120ｔ以下

サンドパイル打機
粉体噴射撹拌機（付属機器除く）
深層混合処理機
ペーパードレーン打機
機械質量 20t以上～180t以下

ト ン ネル用 機 械
自由断面トンネル掘削機
ドリルジャンボ
機械質量 20t以上～60t以下

連続地中壁用機械

地下連続壁施工機〔回転水平多軸・クローラ式〕
壁厚 1,200～2,400㎜
壁厚  650～1,500㎜
クローラ式アースオーガ〔三軸式・直結 3点支持式〕
オーガ出力 90kW 

（５）重建設機械分解・組立. 

ア 略

表３－２－３－４ 適用建設機械

機 械 区 分 適用建設機械

ブ ル ド ー ザ
ブルドーザ（リッパ装置付を含む）
普通 21t級以上～63t級以下
湿地 20t級以上～28t級以下

バ ッ ク ホ ウ 系

バックホウ
山積 1.0ｍ３以上～2.1ｍ３以下
（平積 0.7ｍ３以上～1.5ｍ３以下）
油圧クラムシェル・テレスコピック
平積 0.4ｍ３以上～0.6ｍ３以下

クローラクレーン系

クローラクレーン 〔油圧駆動式ウインチ・ラチスジブ型・
機械駆動式ウインチ・ラチスジブ型〕

吊り能力 16t以上～300t以下
クラムシェル 〔油圧ロープ式・機械ロープ式〕
平積 O.6ｍ３以上～3.Oｍ３以下
バイブロハンマ
〔クローラクレーン・油圧駆動式ウインチ・ラチスジブ型・50～55t吊〕

ト ラ ッ ク ク レ ー ン系
トラッククレーン 〔油圧伸縮ジプ型〕
オールテレーンクレーン 〔油圧伸縮ジブ型〕
吊り能力 80t以上～500t以下

クローラ式 杭打機

ディーゼルハンマ（防音カバー装置除く）
油圧ハンマ
アースオーガ（二軸同軸式を含む）
ディーゼルハンマ・アースオーガ併用
モンケン・アースオーガ併用
アースオーガ併用圧入杭打機
アースオーガ中掘式
機械質量 20t以上～150t以下

オールケーシング
掘 削 機

オールケーシング掘削機〔クローラ式〕
掘削径 2,000㎜以下
オールケーシング掘削機〔据置式・全旋回型〕
掘削径 2,000㎜以下

地 盤 改 良 機 械

サンドパイル打機
粉体噴射撹拌機（付属機器除く）
深層混合処理機
ペーパードレーン打機
機械質量 20t以上～170t以下

ト ン ネル用 機 械
自由断面トンネル掘削機
ドリルジャンボ
機械質量 20t以上～60t以下

連続地中壁用機械

地下連続壁施工機〔回転水平多軸・クローラ式〕
壁厚 1,200～2,400㎜
壁厚  650～1,500㎜
クローラ式アースオーガ〔三軸式・直結 3点支持式〕
オーガ出力 90kW 
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備考 改正（平成 29年７月） 現行（平成 28年７月）

水道事業実務必携改正

に伴う変更 

機械区分の追加及び表

の修正 

注釈の修正及び注３

の削除 

イ 施工歩掛

（ア）使用機械の規格選定   略

表３－２－３－５ クレーンの規格選定

機 械 区 分 規  格
分解組立用クレーン

機 械 名 規  格

バ ッ ク ホ ウ 系

オ一ルケーシング掘削機

（クローラ式）

ト ン ネ ル 用 機 械

表３－２－３－４

参照

ラフテレーンクレーン

油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型

（第２次基準値）

25t吊

ブルドーザ

21ｔ級以下
ラフテレーンクレーン

油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型

（第２次基準値）

25ｔ吊
44ｔ級以下

63ｔ級以下 50ｔ吊

地

盤

改

良

機

械

中層混合処理工
質量 60ｔ以下

ラフテレーンクレーン

油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型

（第２次基準値）

25ｔ吊

質量 120ｔ以下

50ｔ吊
サンドパイル打機

粉体噴射撹拌機

深層混合処理機

ペーパードレーン機

質量 60ｔ以下

質量 120ｔ以下

質量 180ｔ以下

ク ロ ー ラ ク レ ー ン 系

35t吊以下

（クラムシェル

平積 O.6ｍ３含む）

ラフテレーンクレーン

油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型

（第２次基準値）

25t吊
80t吊以下

（クラムシェル

平積 2.0ｍ３以下含む）

150ｔ吊以下

（クラムシェル

平積 3.0ｍ３以下含む）
50t吊

300t吊以下

ト ラ ッ ク ク レ ー ン系
表３－２－３－４

参照

ラフテレーンクレーン

油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型

（第２次基準値）

50t吊

ク ロ ー ラ 式 杭 打 機

質量 60t以下
ラフテレーンクレーン

油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型

（第１次基準値）

50t吊質量 100t以下

質量 150t以下

オールケーシング掘削機

〔据置式〕

表３－２－３－４

参照

クローラクレーン油圧駆動式ウインチ・ラチ

スジブ型排出ガス対策型

（第１次基準値）

60～65t吊

連 続 地 中 壁 用 機 械

〔地下連続壁施工機〕

表３－２－３－４

参照

ラフテレーンクレーン

油圧伸縮ジブ型排出ガス対策型

（第１次基準値）

45t吊

連 続 地 中 壁 用 機 械

〔クローラ式アースオーガ〕

表３－２－３－４

参照

クローラクレーン油圧駆動式ウインチ・ラチ

スジブ型
50t吊

注１．ラフテレーンクレーン、トラッククレーンは賃料とする。

   ただし、オールケーシング掘削機〔据置型〕の分解組立用クローラクレーンは損料とする。

注２．現場条件により、上表により難い場合は別途考慮する。

イ 施工歩掛

（ア）使用機械の規格選定   略

表３－２－３－５ クレーンの規格選定

機 械 区 分 規  格
分解組立用クレーン

名  称 規  格

ブ ル ド ー ザ

バ ッ ク ホ ウ 系

オ一ルケーシング掘削機

（クローラ式）

地 盤 改 良 機 械

ト ン ネ ル 用 機 械

表３－２－３－４

参照

ラ フテ レー ン ク レーン

油 圧 伸 縮 ジ ブ 型

（ 排 出 ガ ス 対 策 型 ）

25t吊

ク ロ ー ラ ク レ ー ン 系

35t吊以下

（クラムシェル

平積 O.6ｍ３含む）

ラ フ テ レー ン ク レーン

油 圧 伸 縮 ジ ブ 型

（ 排 出 ガ ス 対 策 型 ）

25t吊
80t吊以下

（クラムシェル

平積 2.0ｍ３以下含む）

150ｔ吊以下

（クラムシェル

平積 3.0ｍ３以下含む）
50t吊

300t吊以下

ト ラ ッ ク ク レ ー ン系
表３－２－３－４

参照

ラ フテ レー ン ク レーン

油 圧 伸 縮 ジ ブ 型

（排 出 ガス対 策 型 ）

50t吊

ク ロ ー ラ 式 杭 打 機

質量 60t以下 ラ フテ レー ン ク レーン

油 圧 伸 縮 ジ ブ 型

（排 出 ガス対 策 型 ）

25t吊質量 100t以下

質量 150t以下

オールケーシング掘削機

〔据置式・全旋回型〕

表３－２－３－４

参照

排 出 ガ ス 対 策 型

油圧駆動式ウインチ・

ラ チ ス ジ ブ 型

60～65t吊

連 続 地 中 壁 用 機 械

〔地下連続壁施工機〕

表３－２－３－４

参照

ラ フテ レーン ク レー ン

油 圧 伸 縮 ジ ブ 型
45t吊

連 続 地 中 壁 用 機 械

〔クローラ式アースオーガ〕

表３－２－３－４

参照

ク ロ ー ラ ク レ ー ン

油圧駆動式ウインチ・

ラ チ ス ジ ブ 型

50t吊

注１．現場条件等により、上表により難い場合は別途選定することができる。

注２．ラフテレーンクレーン、トラッククレーンは賃料とする。

注３．連続地中壁用機械クローラ式アースオーガの分解組立用クレーン「クローラクレーン」は賃料とし、機械運転単価は

神奈川県県土整備局土木工事標準積算基準書 第Ⅱ編共通工第2章共通項⑨連続地中壁工（柱列式）」による。
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備考 改正（平成 29年７月） 現行（平成 28年７月）

水道事業実務必携改正

に伴う変更 

歩掛の変更 

注釈の修正 

（イ）歩掛  分解・組立1台1回当り歩掛は、次表とする。

表３－２－３－６ 歩掛

機 械 区 分
規 格
区 分

機械質量
区  分

労務歩掛
特殊作業員
（人）

〔分解+組立〕

ク レ ー ン
運転歩掛
（日）

〔分解+組立〕

運搬費
率 等
（％）

諸 雑
費 率
（％）

ブ ル ド ー ザ

21t級以下 － 2.8 2.1 134 21 

44t級以下 － 4.6 3.4 132 21 

63t級以下 － 8.4 6.2 90 14 

バ ッ ク ホ ウ 系

山積 1.4m３以下
油圧クラムシェル
・テレスコピック
0.4m３以上

0.6m３以下含む

－ 2.7 1.4 216 24 

山積 2.1m３以下 － 4.5 2.3 221 25 

クローラクレーン系

35t吊以下
クラムシェル
平積 0.6ｍ３含む

－ 3.0 0.8 384 22 

80t吊以下
クラムシェル
平積 2.0ｍ３含む

－ 5.5 1.5 375 21 

150t吊以下
クラムシェル
平積 3.0ｍ３含む

－ 11.3 3.1 287 16 

300t吊以下 － 20.5 5.7 286 16 

ト ラ ッ ク ク レーン系

120t吊以下 － 4.3 1.5 439 97 

160t吊以下 － 5.7 1.9 454 100 

360t吊以下 － 11.7 4.0 443 97 

550t吊以下 － 20.9 7.1 446 98 

クローラ式杭打ち機

－ 60t以下 8.6 2.1 148 2 

－ 100t以下 15.5 3.7 149 2 

－ 150t以下 23.5 5.6 148 2 
オールケーシング掘
削機
〔クローラ式〕
オールケーシング掘
削機
〔据置式・全旋回型〕

－ － 3.9 3.4 515 5 

－ － 4.9 11.9（ｈ） 483 4 

地
盤
改
良
機

中層混合処理機
－ 60t以下 16.0 2.4 229 4 

－ 120t以下 41.2 6.3 190 3 
サンドパイル打機
粉体噴射撹拌機
深層混合処理機
ペーパードレー
ン打機

－ 60t以下 16.0 2.4 191 3 

－ 120t以下 41.2 6.3 190 3 

－ 180ｔ以下 64.6 9.9 189 3 

ト ン ネ ル 用 機 械
連続地中壁用機械
〔地下連続壁施行機〕
連続地中壁用機械
〔ｸﾛｰﾗ式ｱｰｽｵｰｶﾞ〕

－ － 5.4 2.0 503 8 

－ － 54.4 9.5 144 4 

－ － 27.7 6.0 153 2 

注１．上記歩掛は、分解・組立の合計であり、内訳は分解50％、組立50％である。

注２．本歩掛には標準的作業に必要な装備品・専用部品が含まれている。

注３．運搬費等には、下記①～⑤の費用が含まれており、労務費・クレーン運転費の合計額に上表の率を乗じて計上する。

①トラック及びトレーラによる運搬費〔往復〕（誘導車、交通誘導警備員含む）

②自走による本体の賃料・損料

③運搬中本体賃料・損料

④分解・組立時の本体賃料

⑤ウエス、洗浄油、グリス、油圧作動油等の費用

（イ）歩掛  分解・組立1台1回当り歩掛は、次表とする。

表３－２－３－６ 歩掛

機 械 区 分
規 格
区 分

機械質量
区  分

労務歩掛
特殊作業員
（人）

〔分解+組立〕

ク レ ー ン
運転歩掛
（日）

〔分解+組立〕

運搬費
率 等
（％）

諸 雑
費 率
（％）

ブ ル ド ー ザ

21t級以下 － 1.5 1.5 191 3 

44t級以下 － 2.5 2.5 184 3 

63t級以下 － 3.8 3.8 188 3 

バ ッ ク ホ ウ 系

山積 1.4m３以下
油圧クラムシェル
・テレスコピック
0.4m３以上

0.6m３以下含む

－ 2.7 1.6 297 3 

山積 2.1m３以下 － 3.8 2.3 294 3 

クローラクレーン系

35t吊以下
クラムシェル
平積 0.6ｍ３含む

－ 3.3 1.1 348 5 

80t吊以下
クラムシェル
平積 2.0ｍ３含む

－ 5.0 1.7 354 5 

150t吊以下
クラムシェル
平積 3.0ｍ３含む

－ 12.5 4.2 258 3 

300t吊以下 － 21.9 7.3 258 3 

ト ラ ッ ク ク レーン系

120t吊以下 － 2.2 1.5 667 3 

160t吊以下 － 3.5 2.4 673 3 

360t吊以下 － 4.8 3.2 673 3 

500t吊以下 － 8.3 5.5 683 3 

クローラ式杭打ち機

－ 60t以下 7.6 2.4 200 3 

－ 100t以下 13.1 4.1 200 3 

－ 150t以下 19.1 6.0 200 3 
オールケーシング掘
削機〔 ク ローラ式〕 － － 3.9 3.4 466 5 

オールケーシング掘
削機〔据置式・全旋回
型 〕

－ － 4.9 
11.9 
（ｈ） 448 4 

地 盤 改 良 機 械

－ 60t以下 17.8 6.9 104 3 

－ 120t以下 48.8 18.9 104 3 

－ 170t以下 65.1 25.3 104 3 

ト ン ネ ル 用 機 械 － － 9.0 1.8 357 7 
連続地中壁用機械
〔地下連続壁施行機〕 － － 54.4 9.5 134 4 

連続地中壁用機械
〔ｸﾛｰﾗ式ｱｰｽｵｰｶﾞ〕 － － 27.7 6.0 147 2 

注１．上記歩掛は、分解・組立の合計であり、内訳は分解50％、組立50％である。

注２．本歩掛には標準的作業に必要な装備品・専用部品は含まれている。

注３．運搬費等は、諸雑費（ウエス、洗浄油、グリス、油圧作動油）、トラック及びトレーラによる運搬費〔往復〕（誘導車、誘導員

含む）、賃料・損料費（自走による本体の賃料・損料、賃料適用機械の運搬中本体賃料、賃料適用機械の分解・組立時

本体賃料）であり、労務費・クレーン運転費の合計額に上表の率を乗じて計上する。

注４．諸雑費は、ウエス、洗浄油、グリス、油圧作動油の費用であり、分解・組立のみを計上する際に適用し、労務費・クレーン

運転費の合計額に上表の率を乗じて計上する。なお、諸雑費を適用する場合、本体が賃料適用機械については、別途

分解・組立時の賃料を計上すること。
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備考 改正（平成 29年７月） 現行（平成 28年７月）

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

注釈の内容修正と追

加 

単価表から諸雑費削

除 

説明文の修正 

注４．諸雑費は、分解・組立のみを計上する際に適用し、下記①～②の費用が含まれており、労務費・クレーン運転費

の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。

①分解・組立時の本体賃料

②ウエス、洗浄油、グリス、油圧作動油等の費用

注５．その他

 ａ深層混合処理機（二軸式90kw×2）は、地盤改良機械（機械質量180ｔ以下）を適用する。

 ｂ粉体噴射撹拌機（単軸式19.6kN・m×1）は、地盤改良機械（機械質量60ｔ以下）を適用する。

 ｃ粉体噴射撹拌機（二軸式55kw×2）は、地盤改良機械（機械質量120ｔ以下）を適用する。

 ｄ粉体噴射撹拌機（二軸式90kw×2）は、地盤改良機械（機械質量120ｔ以下）を適用する。

６）単価表

①重建設機械分解組立輸送1回当り単価表
名   称 規   格 単 位 数 量 摘   要

特 殊 作 業 員 人 表 3-2-3-6 
分解組立用クレーン 日（ｈ） 表 3-2-3-5、6 
運 搬 費 等 式 1 表 3-2-3-6 

計

３－２－４ 準備費

（１）準備費の積算

準備費として積算する内容は次のとおりとする。

ア ～ イ  略

ウ 伐開、整地及び除草に要する費用

準備として行うﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ､ﾚｰｷﾄﾞｰｻﾞ､ﾊﾞｯｸﾎｳ等による雑木や小さな樹木、竹などを除去する伐開、除根、除

草、整地、段切り、すりつけ等に要する費用（伐採、除根及び除草は、現場内の集積・積込み作業を含む。

樹木をﾁｪｰﾝｿｰ等により切り倒す伐採作業は含まない。）

エ アからウに掲げるもののほか、伐開、除根、除草等に伴い発生する建設副産物等を工事現場外に搬出す

る費用、及び当該建設副産物等の処理費用等、工事の施工上必要な準備に要する費用。

オ 準備に伴い発生する交通誘導警備員の費用については、直接工事費に積上げ計上する。

３－２－６ 安全費

（１）安全費の積算

  略

（２）積算方法

安全費として積算する内容で共通仮設費率に含まれる部分は、下記の項目とする。

ア ～ イ 略

ウ 標示板、標識、保安燈、防護柵、バリケード、架空線等事故防止対策簡易ゲート、照明等の安全施設類の

設置、撤去、補修に要する費用及び使用期間中の損料

エ～コ 略 

上記以外で積上げ計上する項目は、次の各項に要する費用とする。

ア 機械の誘導員等の交通管理に要する費用

イ～カ 略 

６）単価表

①重建設機械分解組立輸送1回当り単価表

名   称 規   格 単 位 数 量 摘   要
特 殊 作 業 員 人 表 3-2-3-6 
分解組立用クレーン 日（ｈ） 表 3-2-3-5、6 
運 搬 費 等 式 1 表 3-2-3-6 
諸 雑 費 〃 1 

計

３－２－４ 準備費

（１）準備費の積算

準備費として積算する内容は次のとおりとする。

ア ～ イ  略

ウ 準備として行うﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ､ﾚｰｷﾄﾞｰｻﾞ､ﾊﾞｯｸﾎｳ等による雑木や小さな樹木、竹などを除去する伐開、除根、除

草、整地、段切り、すりつけ等に要する費用（伐採、除根及び除草は、現場内の集積・積込み作業を含む。樹

木をﾁｪｰﾝｿｰ等により切り倒す伐採作業は含まない。）

エ アからウに掲げるもののほか、工事施工上必要な準備作業に要する費用。

オ 準備作業に伴い発生する交通誘導警備員の費用については、安全費に積上げ計上する。

（２）積算方法

準備費として積算する内容で共通仮設費率に含まれる部分は、前記（1）のア～ウとし、積上げ計上する項目は

前記（1）のエに要する費用とし、現場条件を適確に把握することにより必要額を適正に積上げるものとする。

３－２－６ 安全費

（１）安全費の積算

  略

（２）積算方法

安全費として積算する内容で共通仮設費率に含まれる部分は、下記の項目とする。

ア ～ イ 略

ウ 標示板、標識、保安燈、防護柵、バリケード、照明等の安全施設類の設置、撤去、補修に要する費用及び使

用期間中の損料

 エ～コ 略 

上記以外で積上げ計上する項目は、次の各項に要する費用とする。

ア 交通誘導警備員及び機械の誘導員等の交通管理に要する費用

 イ～カ 略 
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備考 改正（平成 29年７月） 現行（平成 28年７月）

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

安全費から交通誘導

警備員項目の削除 

文言の修正 

内容の追加 

交通誘導警備員の積算（第Ⅱ章 第3節 仮設工へ移項） 

３－２－８ 技術管理費

（１）技術管理費の積算

   略

（２）積算方法

技術管理費として積算する内容で共通仮設費率に含まれる部分は、前記（1）のア、イ、ウのうち下記項目とす

る。

ア 品質管理基準に記載されている試験項目（必須・その他）に要する費用

イ～シ 略 

上記以外で積上げする項目は、次の各項に要する費用とする。

ア 特殊な品質管理に要する費用

  略

イ 現場条件等により積上げを要する費用

・軟弱地盤等における計器の設置・撤去及び測定・とりまとめに要する費用

・試験盛土等の工事に要する費用

・水道工事において目視による出来形の確認が困難な場合に用いる特別な機器に要する費用

・施工前に既設構造物の配筋状況の確認を目的とした特別な機器（鉄筋探査等）を用いた調査に要する

費用

ウ 施工合理化調査、施工形態動向調査及び諸経費動向調査に要する費用

エ その他、前記ア、イ、ウに含まれない項目で、特に技術的判断に必要な資料の作成に要する費用

３－２－８－１ 水圧試験（ダクタイル鋳鉄管） DD121209071 

  略

表３－２－８－１ 水圧試験（ダクタイル鋳鉄管）

  略

３－２－８－２ Ｘ線検査 DD121209081 

                                                           １口当たり

名   称 員数 単位 摘   要

Ｘ 線 検 査 （ 日 当 り ） 日 ３－２－８－３

諸 雑 費 １．０ 式

計 １口当たり

１口当たり
計／日当たり検査口数

表３－２－８－２

表３－２－８―２ Ｘ線検査 番号削除

検査箇所 １日当たり検査口数

水管橋部 ６

添架管 ８

その他 ５

交通誘導警備員の積算

現場条件に応じて、交通誘導警備員の配置人員、作業時間帯、期間を計上する。

表３－２－６－１ 交通誘導警備員の計上区分

略 

３－２－８ 技術管理費

（１）技術管理費の積算

   略

（２）積算方法

技術管理費として積算する内容で共通仮設費率に含まれる部分は、前記（1）のア、イ、ウのうち下記項目とす

る。

ア 品質管理基準に記載されている項目に要する費用

イ～シ 略 

上記以外で積上げする項目は、次の各項に要する費用とする。

ア 特殊な品質管理に要する費用

  略

イ 現場条件等により積上げを要する費用

・軟弱地盤等における計器の設置・撤去及び測定・とりまとめに要する費用

・試験盛土等の工事に要する費用

ウ 施工合理化調査、施工形態動向調査及び諸経費動向調査に要する費用

エ その他、前記ア、イに含まれない項目で、特に技術的判断に必要な資料の作成に要する費用

３－２－８－１ 水圧試験（ダクタイル鋳鉄管） DD121209071 

  略

表３－２－８－１ 水圧試験（ダクタイル鋳鉄管）

  略

３－２－８－２ Ｘ線検査 DD121209081 

１口当たり

名   称 員数 単位 摘   要

Ｘ 線 検 査 （ 日 当 り ） 日 ３－２－８－３

諸 雑 費 １．０ 式

計 １口当たり

１口当たり
計／日当たり検査口数

表３－２－８－２

表３－２－８―２ Ｘ線検査  DD121209081

検査箇所 １日当たり検査口数

水管橋部 ６

添架管 ８

その他 ５
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備考 改正（平成 29年７月） 現行（平成 28年７月）

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

注釈の追加 

「施工」の文字削除 

項目の追加 

式の追加 

３－２－８－３ Ｘ線検査（日当たり） DD121209091 

  略 

３－２－８－４ 超音波探傷試験 DD121209111 

  略 

表３－２－８－３ 超音波探傷検査 

呼び径
１日当たり標準検査箇所数

（箇所）
１口当たり検査箇所数

（箇所）

９００mm以下 ６ １

１０００mm以上 １２ ２

注１ １箇所当たりの検査長は30cmとする。 

３－３ 現場管理費 

（１）現場管理費の項目及び内容

ア～シ 略

ス 外注経費

工事を専門工事業者等に外注する場合に必要となる経費

セ   略

ソ 動力、用水光熱費

 現場事務所、試験室、労働者宿舎、倉庫及び材料保管庫で使用する電力、水道、ガス等の費用（基本料金

を含む）。

タ 雑費

アからソまでに属さない諸費用

（２）現場管理費の算定

ア 現場管理費は表３－３－３の工種区分に従って純工事費ごとに求めた現場管理費率を、当該純工事費に

乗じて得た額の範囲内とする。

現場管理費＝純工事費×現場管理費率（Jo）

イ～ウ  略

３－２－８－３ Ｘ線検査（日当たり） DD121209091 

  略 

３－２－８－４ 超音波探傷試験 DD121209111 

  略 

表３－２－８－３ 超音波探傷検査 

呼び径
１日当たり標準検査箇所数

（箇所）
１口当たり検査箇所数

（箇所）

９００mm以下 ６ １

１０００mm以上 １２ ２

３－３ 現場管理費 

（１）現場管理費の項目及び内容

ア～シ 略

ス 外注経費

工事施工を専門工事業者等に外注する場合に必要となる経費

セ   略

ソ 雑費

アからセまでに属さない諸費用

（２）現場管理費の算定

ア 現場管理費は表３－３－３の工種区分に従って純工事費ごとに求めた現場管理費率を、当該純工事費に乗

じて得た額の範囲内とする。

イ～ウ  略
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備考 改正（平成29年７月） 現行（平成28年７月） 

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

表記の修正 

文言の修正 

（３）現場管理費率の補正

 ア  略

イ 施工地域、工事場所による補正率

（ア）施工地域、工事場所を考慮した現場管理費率の補正は表３－３－３の現場管理費率標準値に表３－３－２

の補正値を加算するものとする。

表３－３－２ 補正値

施工地域・工事箇所区分 補正率（％）

市 街 地 1.5 

山 間 僻 地 及 び離 島  0.5 

地方部

施工場所が一般交通等の影響を

受ける場合
1.0 

施工場所が一般交通等の影響を

受けない場合
―

注１．施工地域の区分は以下のとおりとする。

市街地：施工地域が人口集中地区（DID地区）及びこれに準ずる地区をいう。DID地区とは、総務省統計

局国勢調査による地域別人口密度内が4,000人/㎞2以上で、その全体が5,000人以上となっ

ている地域をいう。

山間僻地及び離島、地方部

  略

注２．  略

注３．施工地域・工事場所区分が2つ以上となる場合の取扱い

工事場所において、施工地域・工事場所区分が2つ以上となる場合には、補正率の大きい方を適用す

る。

   ウ     略

（４）～（６）  略

（３）現場管理費率の補正

  ア  略

イ 施工地域、工事場所による補正率

（ア）施工地域、工事場所を考慮した現場管理費率の補正は表３－３－３の現場管理費率標準値に表３－３－２の

補正値を加算するものとする。

表３－３－２ 補正値

施工地域・工事箇所区分 補正率（％）

市 街 地 1.5 

山 間 僻 地 及 び離 島  0.5 

地方部

施工場所が一般交通等の影響を

受ける場合
1.0 

施工場所が一般交通等の影響を

受けない場合
0.0 

注１．施工地域の区分は以下のとおりとする。

市街地：施工地域が人口集中地区（DID地区）及びこれに準ずる地区をいう。DID地区とは、総理府統計

局国勢調査による地域別人口密度内が4,000人/㎞2以上で、その全体が5,000人以上となっ

ている地域をいう。

山間僻地及び離島、地方部

  略

注２．  略

注３．施工地域区分が2つ以上となる場合の取扱い

工事場所において、地域区分が2つ以上となる場合には、補正率の大きい方を適用する。

ウ   略 

（４）～（６）  略
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備考 改正（平成 29年７月） 現行（平成 28年７月）

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

文言及び説明文の修

正 

「薪炭」の削除 

「輌」の文字訂正 

式の追加 

（７）「処分費等」の取扱い 

「処分費等」とは、下記のものとし、「処分費等」を含む工事の積算は、当該処分費等を直接工事費に

計上し、間接工事費等の積算は、表のとおりとする。 

ア～ ウ  略 

区  分

処分費等が、「共通仮設費対象額（Ｐ）」

の３％以下でかつ処分費等が３千万

円以下の場合 

処分費等が、「共通仮設費対象額（Ｐ）」

の３％を超える場合または処分費等が３

千万円を超える場合 

共 通 

仮 設費 

処分費等は全額を率計算の対象とす

る。 

処分費等は「共通仮設費対象額（Ｐ）」の

３％の金額を率計算の対象とし、３％を超

える金額は、率計算の対象としない。ただ

し、対象とする金額は３千万円を上限とす

る。 

現 場 

管 理費 

処分費等は全額を率計算の対象とす

る。 

処分費等は「共通仮設費対象額（Ｐ）」の

３％の金額を率計算の対象とし、３％を超

える金額は、率計算の対象としない。ただ

し、対象とする金額は３千万円を上限とす

る。 

一 般 

管理費等 

処分費等は全額を率計算の対象とす

る。 

処分費等は「共通仮設費対象額（Ｐ）」の

３％の金額を率計算の対象とし、３％を超

える金額は、率計算の対象としない。ただ

し、対象とする金額は３千万円を上限とす

る。 

注意１～２ 略 

３－５ 一般管理費等 

 （１）一般管理費の項目及び内容 

  ア～ク  略 

ケ 動力、用水光熱費 

      電力、水道、ガス等の費用 

   コ～セ   略 

ソ 減価償却費 

      建物、車両、機械装置、事務用備品等の減価償却額 

タ～ナ  略 

（２）付加利益 

    略 

（３）一般管理費等の算定 

一般管理費等は、（１）及び（２）の額の合計額とし、表３－５－１の工事原価ごとに求めた一般管理

費等率を当該工事原価に乗じて得た額の範囲内とする。 

一般管理費等＝工事原価×一般管理費等率（Ｇｐ） 

なお、一般管理費等の算定上、対象とする工事原価については、「３－２共通仮設費（1）率計算によ

る部分のウ」及び「表３－２－１－２間接工事費等の項目別対象表」を参照。 

（７）「処分費等」の取扱い 

「処分費等」とは、下記のものとし、「処分費等」を含む工事の積算は、当該処分費等を直接工事費に

計上し、間接工事費等の積算は、表のとおりとする。 

ア～ ウ  略 

区  分

処分費等が、「共通仮設費対象額（Ｐ）」

に占める割合が３％以下でかつ処分

費等が３千万円以下の場合 

処分費等が、「共通仮設費対象額（Ｐ）」

に占める割合が３％を超える場合または

処分費等が３千万円を超える場合 

共 通 

仮 設費 
全額を率計算の対象とする。 

処分費等が、「共通仮設費対象額（Ｐ）」

に占める割合の３％とし、３％を超える金

額は、率計算の対象としない。ただし、対

象となる金額は３千万円を上限とする。 

現 場 

管 理費 
全額を率計算の対象とする。 

処分費等が、「共通仮設費対象額（Ｐ）」

に占める割合の３％とし、３％を超える金

額は、率計算の対象としない。ただし、対

象となる金額は３千万円を上限とする。 

一 般 

管理費等 
全額を率計算の対象とする。 

処分費等が、「共通仮設費対象額（Ｐ）」

に占める割合の３％とし、３％を超える金

額は、率計算の対象としない。ただし、対

象となる金額は３千万円を上限とする。 

注意１～２ 略 

３－５ 一般管理費等 

 （１）一般管理費の項目及び内容 

  ア～ク  略 

ケ 動力、用水光熱費 

      電力、水道、ガス、薪炭等の費用 

   コ～セ   略 

ソ 減価償却費 

      建物、車輌、機械装置、事務用備品等の減価償却額 

タ～ナ  略 

（２）付加利益 

    略 

（３）一般管理費等の算定 

一般管理費等は、（１）及び（２）の額の合計額とし、表３－５－１の工事原価ごとに求めた一般管理

費等率を当該工事原価に乗じて得た額の範囲内とする。 

なお、一般管理費等の算定上、対象とする工事原価については、「３－２共通仮設費（1）率計算による

部分のウ」及び「表３－２－１－２間接工事費等の項目別対象表」を参照。 
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備考 改正（平成 29年７月） 現行（平成 28年７月）

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

文言修正 

ただし書き削除 

②、③削除 

番号表記の修正 

（４）一般管理費等の補正 

ア 略 

イ 契約の保証に必要な費用の取扱い 

前払金支出割合の相違による補正までを行った値に、表３－５－３の補正値を加算したものを一般

管理費等とする。 

   ウ～エ  略 

表３－５－１ 一般管理費等率 

（1）前払金支出割合が35％を超え40％以下の場合 

工 事 原 価 500万円以下 500万円を超え30億円以下 30億円を超えるもの 

一般管理費等率 20.29％ 一般管理費等率算定式により算出された率 7.41％ 

表３－５－２ 一般管理費等率の補正 

  略 

表３－５－３ 契約保証に係る一般管理費等率の補正 

保証の方法 補正値（％）

ケース１：発注者が金銭的保証を必要とする場合。 0.04 

ケース２：発注者が役務的保証を必要とする場合。 0.09 

ケース３：ケース１及び２以外の場合。 補正しない 

（注）1.ケース－３の具体例は以下のとおり。 

予算決算及び会計令第100条の2第1項第1号の規定により工事請負契約書の作成を省略できる工事請

負契約である場合 

2.契約保証費を計上する場合は、原則として当初契約の積算に見込むものとする。 

３－７ 消費税等相当額 

(1) 消費税等相当額は、工事価格に消費税の税率を乗じて得た額とする。なお、工事価格に係る各費目の積算

に使用する材料等の価格等は、消費税等相当額を含まないものとする。 

３－８ イメージアップ経費 

（1）～（2）略 

（3）積算方法 

1） イメージアップ経費の積算について 

    略 

2） 設計変更について 

（４）一般管理費等率の補正 

ア 略 

イ 契約の保証に必要な費用の取扱い 

前払金支出割合の相違による補正までを行った値に、表３－５－３の補正値を加算したものを一般

管理費等率とする。 

   ウ～エ  略 

表３－５－１ 一般管理費等率 

（1）前払金支出割合が35％を超え40％以下の場合 

工 事 原 価 500万円以下 500万円を超え30億円以下 30億円を超えるもの 

一般管理費等 20.29％ 一般管理費等率算定式により算出された率 7.41％ 

表３－５－２ 一般管理費等率の補正 

  略 

表３－５－３ 契約保証に係る一般管理費等率の補正 

保証の方法 補正値（％）

ケース１：発注者が金銭的保証を必要とする場合。ただし、特定建設工事共同企業体

工事は除く。 
0.04 

ケース２：発注者が役務的保証を必要とする場合。 0.09 

ケース３：ケース１及び２以外の場合。 補正しない 

（注）1.ケース－３の具体例は以下のとおり。 

①予算決算及び会計令第100条の2第1項第1号の規定により工事請負契約書の作成を省略できる工事請

負契約である場合 

②特定建設工事共同企業体により競争を行わせる場合 

③契約保証を必要とするケースと必要としないケースが混在する混合入札の場合、契約保証費は積算

では計上しないものとする。 

2.契約保証費を計上する場合は、原則として当初契約の積算に見込むものとする。 

３－７ 消費税相当額 

(2) 消費税相当額は、工事価格に消費税の税率を乗じて得た額とする。なお、工事価格に係る各費目の積算に

使用する材料等の価格等は、消費税相当額を含まないものとする。 

３－８ イメージアップ経費 

（1）～（2）略 

（3）積算方法 

  ① イメージアップ経費の積算について 

    略 

  ② 設計変更について 
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備考 改正（平成 29年７月） 現行（平成 28年７月）

文言の修正 

５－１－２ 設計変更に伴う積算 

(1) 積算の方法は、設計変更の区分により既契約時点の単価及び歩掛、又は変更指示時点の単価及び歩掛のいずれか

によって行うものとする。なお、設計変更の区分と積算の関係は次のとおりとする。

表５－１ 設計変更の区分と積算について

区  分 積   算

事 項 工 種 単  価 歩  掛

積 算 同 一 既契約時点 既契約時点

変 更

同 一
既契約時点 既契約時点

類 似

新 変更指示時点 変更指示時点

追 加

同 一
既契約時点 既契約時点

類 似

新 変更指示時点 変更指示時点

注1)  既契約時点とは、当初設計の契約時点または変更設計の契約時点をいう。

(2) 事項別分類は変更理由によって、精算事項、追加事項に分類する。

表５－２ 事項分類について

事 項 事 項 の 定 義 摘   要

精算事項

精算事項とは、工事目的物の図面は変更

しないが、その内訳である数量の変更を行

うものである。

・図面と数量の不一致

変更事項

変更事項とは、工事目的物の図面、材料、

規格、工法、構造等のいずれかの変更を

行うものをいう。

・設計図書と工事現場状況の不一致による変更

・設計図書による契約条件又は契約直後に指示した条件

変更によるもの

・工事現場の取合いの関係又は工事施工途中において

生じた条件変更によるもの

追加事項

追加事項とは、契約書第１条にいう設計図

書に含まれない事項を新しく追加契約しよ

うとするもの及び工事施工途中において生

じた著しい条件変更によるものをいう。

・工事区間延長の追加

・用地問題解決等による未契約箇所の追加

・橋梁下部工の基数の追加

・暫定断面を完成断面によるもの

５－１－２ 設計変更に伴う積算 

(3) 積算の方法は、設計変更の区分により既契約時点の単価及び歩掛、又は変更指示時点の単価及び歩掛のいずれか

によって行うものとする。なお、設計変更の区分と積算の関係は次のとおりとする。

表５－１ 設計変更の区分と積算について

区  分 積   算

事 項 工 種 単  価 歩  掛

積 算 同 一 既契約時点 既契約時点

変 更

同 一
既契約時点 既契約時点

類 似

新 変更指示時点 変更指示時点

追 加

同 一
既契約時点 既契約時点

類 似

新 変更指示時点 変更指示時点

注2)  既契約時点とは、当初設計の契約時点または変更設計の契約時点をいう。

(4) 事項別分類は変更理由によって、精算事項、追加事項に分類する。

表５－２ 事項分類について

事 項 事 項 の 定 義 摘   要

積算事項

積算事項とは、工事目的物の図面は変更

しないが、その内訳である数量の変更を行

うものである。

・図面と数量の不一致

変更事項

変更事項とは、工事目的物の図面、材料、

規格、工法、構造等のいずれかの変更を

行うものをいう。

・設計図書と工事現場状況の不一致による変更

・設計図書による契約条件又は契約直後に指示した条件

変更によるもの

・工事現場の取合いの関係又は工事施工途中において

生じた条件変更によるもの

追加事項

追加事項とは、契約書第１条にいう設計図

書に含まれない事項を新しく追加契約しよ

うとするもの及び工事施工途中において生

じた著しい条件変更によるものをいう。

・工事区間延長の追加

・用地問題解決等による未契約箇所の追加

・橋梁下部工の基数の追加

・暫定断面を完成断面によるもの
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備考 改正（平成 29年７月） 現行（平成 28年７月）

訂正 

第Ⅱ章 標準歩掛 

第１節 管路工（開削） 

１－１ 共通工 

１－１－１ 防食テープ巻付工 

  略 

１－１－２ ポリエチレンスリーブ被覆工 

     名   称  員 数  単 位    摘                要 

 配       管    工     人 表１－２ 

 普 通 作 業 員     人    〃 

 ポリエチレンスリーブ     ｍ    〃 

 粘 着 テ ー プ     ｍ    〃 

 諸     雑     費   1.0    式  

         計    

     1.0ｍ当たり   計／100 

表１－２ポリエチレンスリーブ被覆工 

100ｍ当たり 

呼び径（㎜） 配管工（人） 普通作業員（人）
ポリエチレン
スリーブ（ｍ）

粘着テープ（ｍ）

５０まで ０．２５ ０．２５ １５０．０ ５１．０

７５  ０．２５ ０．２５ １５０．０ ５１．０

１００  ０．３０ ０．３０ １５０．０ ６１．２

１５０  ０．３５ ０．３５ １４４．０ ８３．６

２００  ０．４３ ０．４３ １４４．０ １０４．０

３００  ０．５９ ０．５９ １４０．０ １４７．９

４００  ０．７５ ０．７５ １２８．３ １９０．４

５００  ０．９１ ０．９１ １３７．５ ２３２．９

６００  １．００ １．００ １３７．５ ２７５．４

７００  １．１７ １．１７ １３７．５ ３１７．９

８００  １．３３ １．３３ １３７．５ ３６０．４

９００  １．５０ １．５０ １３７．５ ４０４．６

１，０００  １，６７ １，６７ １３７．５ ４４７．１

１，１００  １．８３ １．８３ １３７．５ ４８９．６

１，２００  ２．００ ２．００ １３７．５ ５３２．１

１，３５０  ２．２５ ２．２５ １３７．５ ５９６．７

１，５００  ２．５０ ２．５０ １３７．５ ６５９．６

１，６００  ２．８０ ２．８０ １５１．３ ６９８．７

１，６５０  ３．１０ ３．１０ １５１．３ ７１９．１

１，８００  ３．４０ ３．４０ １５１．３ ７８０．３

２，０００  ３．７５ ３．７５ １５１．３ ８６９．６

２，１００  ４．０５ ４．０５ １５１．３ ９１２．９

２，２００  ４．５０ ４．５０ １５１．３ ９６１．４

２，４００  ５．００ ５．００ １５１．３ １，０３５．３

２，６００  ５．５０ ５．５０ １５１．３ １，１２９．７

第Ⅱ章 標準歩掛 

第１節 管路工（開削） 

１－１ 共通工 

１－１－１ 防食テープ巻付工 

  略 

１－１－２ ポリエチレンスリーブ被覆工 

     名   称  員 数  単 位    摘                要 

 配       管    工     人 表１－２ 

 普 通 作 業 員     人    〃 

 ポリエチレンスリーブ     ｍ    〃 

 粘 着 テ ー プ     ｍ    〃 

 諸     雑     費   1.0    式  

         計    

     1.0ｍ当たり   計／100 

表１－２ポリエチレンスリーブ被覆工 

100ｍ当たり 

呼び径（㎜） 配管工（人） 普通作業員（人）
ポリエチレン
スリーブ（ｍ）

粘着テープ（ｍ）

５０まで ０．２５ ０．２５ １６０．０ ５１．０

７５  ０．２５ ０．２５ １５０．０ ５１．０

１００  ０．３０ ０．３０ １５０．０ ６１．２

１５０  ０．３５ ０．３５ １４４．０ ８３．６

２００  ０．４３ ０．４３ １４４．０ １０４．０

３００  ０．５９ ０．５９ １４０．０ １４７．９

４００  ０．７５ ０．７５ １２８．３ １９０．４

５００  ０．９１ ０．９１ １３７．５ ２３２．９

６００  １．００ １．００ １３７．５ ２７５．４

７００  １．１７ １．１７ １３７．５ ３１７．９

８００  １．３３ １．３３ １３７．５ ３６０．４

９００  １．５０ １．５０ １３７．５ ４０４．６

１，０００  １，６７ １，６７ １３７．５ ４４７．１

１，１００  １．８３ １．８３ １３７．５ ４８９．６

１，２００  ２．００ ２．００ １３７．５ ５３２．１

１，３５０  ２．２５ ２．２５ １３７．５ ５９６．７

１，５００  ２．５０ ２．５０ １３７．５ ６５９．６

１，６００  ２．８０ ２．８０ １５１．３ ６９８．７

１，６５０  ３．１０ ３．１０ １５１．３ ７１９．１

１，８００  ３．４０ ３．４０ １５１．３ ７８０．３

２，０００  ３．７５ ３．７５ １５１．３ ８６９．６

２，１００  ４．０５ ４．０５ １５１．３ ９１２．９

２，２００  ４．５０ ４．５０ １５１．３ ９６１．４

２，４００  ５．００ ５．００ １５１．３ １，０３５．３

２，６００  ５．５０ ５．５０ １５１．３ １，１２９．７
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備考 改正（平成 29年７月） 現行（平成 28年７月）

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

クレーン規格の変更 

第Ⅱ章 標準歩掛 

１－２－２ 鋼管、ステンレス鋼管 

１－２－２－１ 鋼管据付工（人力） DD121203021 撤去工 DD121203022 

表２－６ 鋼管据付工（機械） 

                                                        １０ｍ当たり 

呼び径 
（㎜） 

配管工 
（人） 

普通作業員
（人） 

機  種 
運転時間
（Ｈ） 

賃 料 
（日） 

      80 0.05 0.07 

クレーン付トラック 

４ｔ積 

２．９ｔ吊

１．１４ － 

     100 0.05 0.07 １．２７ － 

     150 0.06 0.08 １．３４ － 

     200 0.07 0.09 １．４１ － 

     300 0.09 0.17 １．５４ － 

     400 0.15 0.23 

トラッククレーン 

（油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ型） 

４．９ｔ吊 

－ ０．２９

     500 0.20 0.29 － ０．３２

     600 0.24 0.36 － ０．３４

     700 0.29 0.43 － ０．３６

     800 0.34 0.52 － ０．３９

     900 0.40 0.61 － ０．４１

   1,000 0.48 0.73 － ０．４５

   1,100 0.53 0.78 

１６ｔ吊 

－ ０．４８

   1,200 0.68 1.02 － ０．５２

   1,350 0.85 1.29 － ０．５６

   1,500 1.07 1.61 － ０．６１

   1,650 1.43 3.22 － ０．８１

   1,800 1.95 4.40 － ０．８９

   2,000 2.08 4.68 － ０．９５

   3,000 4.19 8.18 ３５ｔ吊 － １．４８

注1～4 略

第Ⅱ章 標準歩掛 

１－２－２ 鋼管、ステンレス鋼管 

１－２－２－１ 鋼管据付工（人力） DD121203021 撤去工 DD121203022 

表２－６ 鋼管据付工（機械） 

                                                        １０ｍ当たり 

呼び径 
（㎜） 

配管工 
（人） 

普通作業員
（人） 

機  種 
運転時間
（Ｈ） 

賃 料 
（日） 

      80 0.05 0.07 

クレーン付トラック 

４ｔ積 

２．９ｔ吊

１．１４ － 

     100 0.05 0.07 １．２７ － 

     150 0.06 0.08 １．３４ － 

     200 0.07 0.09 １．４１ － 

     300 0.09 0.17 １．５４ － 

     400 0.15 0.23 

トラッククレーン 

（油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ型） 

４．９ｔ吊 

－ ０．２９

     500 0.20 0.29 － ０．３２

     600 0.24 0.36 － ０．３４

     700 0.29 0.43 － ０．３６

     800 0.34 0.52 － ０．３９

     900 0.40 0.61 － ０．４１

   1,000 0.48 0.73 － ０．４５

   1,100 0.53 0.78 

１６ｔ吊 

－ ０．４８

   1,200 0.68 1.02 － ０．５２

   1,350 0.85 1.29 － ０．５６

   1,500 1.07 1.61 － ０．６１

   1,650 1.43 3.22 － ０．８１

   1,800 1.95 4.40 － ０．８９

   2,000 2.08 4.68 － ０．９５

   3,000 4.19 8.18 ３０ｔ吊 － １．４８

注1～4 略 
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備考 改正（平成 29年７月） 現行（平成 28年７月）

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

注釈の追加 

歩掛の変更 

注釈の追加 

１－２－４ 継手類（接合・溶接） 

表２－１５ ＮＳ形鋳鉄管接合工 
                                     １０口当たり 

呼び径（㎜）
配管工（人） 普通作業員（人） 

諸雑費 
直管 異形管 直管 異形管 

75 ０．５０ ０．６５（０．６５） ０．５０ ０．６５（０．６５） 

労務費の１％
100 ０．５０ ０．６５（０．６５） ０．５０ ０．６５（０．６５） 

150 ０．５０ ０．６５（０．７８） ０．５０ ０．６５（０．７８） 

200 ０．６０ ０．７８（０．９１） ０．６０ ０．７８（０．９１） 

300 １．００ １．１７ １．００ １．１７ 
労務費の４％

400 １．１０ １．３０ １．１０ １．３０ 

500 １．３０ １．５６ １．３０ １．５６ 

労務費の１％

600 １．５０ １．８０ １．５０ １．８０ 

700 １．８０ ２．１６ １．８０ ２．１６ 

800 ２．３０ ２．７６ ２．３０ ２．７６ 

900 ２．６０ ３．１２ ２．６０ ３．１２ 

1000 ３．１０ ３．７２ ３．１０ ３．７２ 

注1 本表は、ＮＳ形鋳鉄管の接合に適用する。 
注2 呼び径75mmから200mmの継輪の接合は（ ）内の数値とする。 
注3 呼び径300mmから400mmの諸雑費には、油圧シリンダ・ポンプ等の接合器具損料を含む。 
注4 呼び径500mmから1000mmのライナを含む継手の接合は、異形管の数値とする。 
注5 本表は、ライナを含む継手の接合にも適用する。 

１－２－４－４ ＧＸ形鋳鉄管接合工 DD121202141 取外工 DD121202142

 略 

表２－１６ ＧＸ形鋳鉄管接合工 
                                     １０口当たり 

呼び径
（㎜）

配管工（人） 普通作業員（人） 
諸雑費

直管 異形管 直管 異形管 

75 ０．５０（０．６５） ０．５０（０．８０） ０．５０（０．６５） ０．５０（０．８０）

労務費の

１％ 

100 ０．５０（０．６５） ０．５０（０．８０） ０．５０（０．６５） ０．５０（０．８０）

150 ０．５０（０．６５） ０．６０（０．９６） ０．５０（０．６５） ０．６０（０．９６）

200 ０．６０（０．７８） ０．７０（１．１２） ０．６０（０．７８） ０．７０（１．１２）

300 ０．９０（１．１７） ０．９０（１．４４） ０．９０（１．１７） ０．９０（１．４４）

400 １．００（１．３０） １.20（１.92） １．00（１．30） １．２０（１.９２） 

注1 P-Linkの接合は直管の（）内の数値とする。 

注2 G-Linkの接合は異形管の（）内の数値とする。 

注3 撤去工については、以下のとおり本歩掛を補正する。 

注4 本表はライナを含む継手の接合にも適用する。 

１－２－４ 継手類（接合・溶接） 

表２－１５ ＮＳ形鋳鉄管接合工 
                                     １０口当たり 

呼び径（㎜）
配管工（人） 普通作業員（人） 

諸雑費 
直管 異形管 直管 異形管 

75 ０．５０ ０．６５（０．６５） ０．５０ ０．６５（０．６５） 

労務費の１％
100 ０．５０ ０．６５（０．６５） ０．５０ ０．６５（０．６５） 

150 ０．５０ ０．６５（０．７８） ０．５０ ０．６５（０．７８） 

200 ０．６０ ０．７８（０．９１） ０．６０ ０．７８（０．９１） 

300 １．００ １．１７ １．００ １．１７ 
労務費の４％

400 １．１０ １．３０ １．１０ １．３０ 

500 １．３０ １．５６ １．３０ １．５６ 

労務費の１％

600 １．５０ １．８０ １．５０ １．８０ 

700 １．８０ ２．１６ １．８０ ２．１６ 

800 ２．３０ ２．７６ ２．３０ ２．７６ 

900 ２．６０ ３．１２ ２．６０ ３．１２ 

1000 ３．１０ ３．７２ ３．１０ ３．７２ 

注1 本表は、ＮＳ形鋳鉄管の接合に適用する。 
注2 呼び径75mmから200mmの継輪の接合は（ ）内の数値とする。 
注3 呼び径300mmから400mmの諸雑費には、油圧シリンダ・ポンプ等の接合器具損料を含む。 
注4 呼び径500mmから1000mmのライナを含む継手の接合は、異形管の数値とする。 

１－２－４－４ ＧＸ形鋳鉄管接合工 DD121202141 取外工 DD121202142

 略 

表２－１６ ＧＸ形鋳鉄管接合工 
                                     １０口当たり 

呼び径
（㎜）

配管工（人） 普通作業員（人） 
諸雑費

直管 異形管 直管 異形管 

75 ０．５０（０．６５） ０．５０（０．６５） ０．５０（０．６５） ０．５０（０．６５） 

労務費の

１％ 

100 ０．５０（０．６５） ０．５０（０．６５） ０．５０（０．６５） ０．５０（０．６５） 

150 ０．５０（０．６５） ０．６０（０．７８） ０．５０（０．６５） ０．６０（０．７８） 

200 ０．６０（０．７８） ０．７０（０．９１） ０．６０（０．７８） ０．７０（０．９１） 

300 ０．９０（１．１７） ０．９０（１．１７） ０．９０（１．１７） ０．９０（１．１７） 

400 １．００（１．３０） １．００（１．３０） １．２０（１．５６） １．２０（１．５６） 

注1 P-Linkの接合は直管の（）内の数値とする。 

注2 G-Linkの接合は異形管の（）内の数値とする。 

注3 撤去工については、以下のとおり本歩掛を補正する。 
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備考 改正（平成 29年７月） 現行（平成 28年７月）

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

歩掛の変更 

１－２ 配水管布設工 

１－２－５ 管切断 

１－２－５－１ 鋳鉄管切断工（パイプ切削切断機）  DD121202011 

表２－２６－１ 鋳鉄管切断工 
                                                          １口当たり  

呼び径 
（㎜） 

特殊作業員
（人） 

普通作業員
（人） 

機械損料
（日） 

呼び径 
（㎜） 

特殊作業員
（人） 

普通作業員
（人） 

機械損料
（日） 

75 0.15 0.49 0.07 900 0.52 2.33 0.50 

100 0.16 0.54 0.09 1,000 0.57 2.60 0.55 

150 0.18 0.59 0.11 1,100 0.61 2.86 0.60 

200 0.20 0.63 0.14 1,200 0.66 3.13 0.65 

300 0.24 0.72 0.19 1,350 0.70 3.53 0.73 

400 0.28 0.99 0.24 1,500 0.77 4.16 0.82 

500 0.34 1.26 0.29 1,650 0.83 4.79 0.92 

600 0.39 1.52 0.34 1,800 0.94 5.42 1.01 

700 0.43 1.79 0.40 2,000 1.04 6.26 1.13 

800 0.48 2.06 0.45 2,600 1.34 8.78 1.40 

１－２ 配水管布設工 

１－２－５ 管切断 

１－２－５－１ 鋳鉄管切断工（パイプ切削切断機）  DD121202011 

表２－２６－１ 鋳鉄管切断工 
                                                          １口当たり  

呼び径 
（㎜） 

特殊作業員
（人） 

普通作業員
（人） 

機械損料
（日） 

呼び径 
（㎜） 

特殊作業員
（人） 

普通作業員
（人） 

機械損料
（日） 

75 0.08 0.25 0.07 900 0.52 2.33 0.50 

100 0.16 0.54 0.09 1,000 0.57 2.60 0.55 

150 0.18 0.59 0.11 1,100 0.61 2.86 0.60 

200 0.20 0.63 0.14 1,200 0.66 3.13 0.65 

300 0.24 0.72 0.19 1,350 0.70 3.53 0.73 

400 0.28 0.99 0.24 1,500 0.77 4.16 0.82 

500 0.34 1.26 0.29 1,650 0.83 4.79 0.92 

600 0.39 1.52 0.34 1,800 0.94 5.42 1.01 

700 0.43 1.79 0.40 2,000 1.04 6.26 1.13 

800 0.48 2.06 0.45 2,600 1.34 8.78 1.40 
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備考 改正（平成29年７月） 現行（平成28年７月） 

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

文言の変更 

１－４ 給水管付替工 

１－４－６－１ サドル付分水栓取出工    DD121111011 
                                                    １箇所当たり 

   名   称  員 数  単 位          摘         要 

 配  管  工     人 表４－１－１ 

普 通 作 業 員    人 表４－１－１ 

 諸  雑  費   1.0    式 表４－１－１ 

       計    

注1 本歩掛には、分水栓の取付、穿孔を含む。 
注2 分水栓取出及び溶接鋼管からのサドル取出にも適用する。 
注3 サドル付分水栓は、別途計上する。 
注4 諸雑費には、燃料、穿孔機損料及び損耗費を含む。 
注5 サドル付分水栓取外工は、材料をのぞく本歩掛の50％とする。 
注6 本表は給水管との接合１口を含む。 

１－４ 給水管付替工 

１－４－６－１ サドル付分水栓取出工    DD121111011 
                                                    １箇所当たり 

   名   称  員 数  単 位          摘         要 

 配  管  工     人 表４－１－１ 

普 通 作 業 員    人 表４－１－１ 

 諸  雑  費   1.0    式 表４－１－１ 

       計    

注1 本歩掛には、分水栓の取付、穿孔を含む。 
注2 分水栓取出及び溶接鋼管からのサドル取出にも適用する。 
注3 サドル付分水栓は、別途計上する。 
注4 諸雑費には、燃料、穿孔機損料及び損耗費を含む。 
注5 サドル付分水栓取外工は、材料をのぞく本歩掛の50％とする。 
注6 本表は給水管との接合を含む。 
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備考 改正（平成29年７月） 現行（平成28年７月） 

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

クレーン規格の変更 

１－７ 弁設置工 

１－７－１ 仕切弁 

 略 

表7－３ 仕切弁据付工（鋼板製、機械） 

                                                  １箇所当たり 

呼び径 

（㎜） 

配管工 

（人） 

普通作業員

（人） 

ラフテレーンクレーン 

油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ型 

賃 料 

（日） 

   1,000    2.06     6.18 

１６ｔ吊 

０．４３ 

   1,100    2.16     6.71 ０．４５ 

   1,200    2.37     7.24 ０．４８ 

   1,350    2.58     7.62 ２０ｔ吊 ０．５３ 

   1,500    2.78     8.29 ２５ｔ吊 ０．５９ 

   1,650    2.98     9.34 ３０ｔ吊 ０．６２ 

   1,800    3.09     9.87 ３５ｔ吊 ０．６８ 

   2,000    3.19    10.40 ４５ｔ吊 ０．７９ 

注1. 本表は、鋳鉄製仕切弁の機械による据付に適用する。 
 注2. 16ｔ吊以上のクレーン機種は、ラフテレーンクレーン油圧式伸縮ジブ型とする。 

表７－１３ バタフライ弁据付工（機械） 
                                    １箇所当たり 

呼び径 
（㎜） 

配 管 工
（人） 

普通作業員
（人） 

機   種 賃 料 
（日） 縦型 横型 

     400     ０．４１     １．１３ 

トラッククレーン

油圧伸縮ジブ型

4.9ｔ吊 

－ 

０．２８

     500 ０．８２ ２．０４ ０．３０ 

     600 １．１３ ２．９５ ０．３２ 

     700 １．４４ ３．４４ ０．３３ 

     800 １．６５ ３．９４ ０．３４ 

     900 １．８５ ４．４４ ０．３５ 

   1,000 ２．０６ ４．９４ ４．９ｔ吊 ０．３６ 

   1,100 ２．１６ ５．４６ 

１６ｔ吊 
１６ｔ吊 

０．３９ 

   1,200 ２．３７ ６．０８ ０．４１ 

   1,350 ２．５８ ６．５９ ０．４３ 

   1,500 ２．７８ ７．５２ ０．４５ 

   1,650 ２．９９ ７．９８ ０．４８ 

   1,800 ３．０９ ８．１４ 
２０ｔ吊 

０．５０ 

   2,000 ３．１９ ８．４５ ２０ｔ吊 ０．５５ 

   2,200 ３．４０ ８．７６ ２５ｔ吊 
２５ｔ吊 

０．５９ 

   2,400 ３．５０ ８．９６ ３５ｔ吊 ０．６２ 

備考 16ｔ吊以上のクレーン機種は、ラフテレーンクレーン油圧伸縮ジブ型とする。

１－７ 弁設置工 

１－７－１ 仕切弁 

 略 

表7－３ 仕切弁据付工（鋼板製、機械） 

                                                  １箇所当たり 

呼び径 

（㎜） 

配管工 

（人） 

普通作業員

（人） 

ラフテレーンクレーン 

油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ型 

賃 料 

（日） 

   1,000    2.06     6.18 

１６ｔ吊 

０．４３ 

   1,100    2.16     6.71 ０．４５ 

   1,200    2.37     7.24 ０．４８ 

   1,350    2.58     7.62 ２０ｔ吊 ０．５３ 

   1,500    2.78     8.29 ２５ｔ吊 ０．５９ 

   1,650    2.98     9.34 ３０ｔ吊 ０．６２ 

   1,800    3.09     9.87 ３５ｔ吊 ０．６８ 

   2,000    3.19    10.40 ４０ｔ吊 ０．７９ 

注1. 本表は、鋳鉄製仕切弁の機械による据付に適用する。 
 注2. 16ｔ吊以上のクレーン機種は、ラフテレーンクレーン油圧式伸縮ジブ型とする。 

表７－１３ バタフライ弁据付工（機械） 
                                    １箇所当たり 

呼び径 
（㎜） 

配 管 工
（人） 

普通作業員
（人） 

機   種 賃 料 
（日） 縦型 横型 

     400     ０．４１     １．１３ 

トラッククレーン

油圧伸縮ジブ型

4.9ｔ吊 

－ 

０．２８

     500 ０．８２ ２．０４ ０．３０ 

     600 １．１３ ２．９５ ０．３２ 

     700 １．４４ ３．４４ ０．３３ 

     800 １．６５ ３．９４ ０．３４ 

     900 １．８５ ４．４４ ０．３５ 

   1,000 ２．０６ ４．９４ ４．９ｔ吊 ０．３６ 

   1,100 ２．１６ ５．４６ 

１６ｔ吊 
１６ｔ吊 

０．３９ 

   1,200 ２．３７ ６．０８ ０．４１ 

   1,350 ２．５８ ６．５９ ０．４３ 

   1,500 ２．７８ ７．５２ ０．４５ 

   1,650 ２．９９ ７．９８ ０．４８ 

   1,800 ３．０９ ８．１４ 
２０ｔ吊 

０．５０ 

   2,000 ３．１９ ８．４５ ２０ｔ吊 ０．５５ 

   2,200 ３．４０ ８．７６ ２５ｔ吊 
２５ｔ吊 

０．５９ 

   2,400 ３．５０ ８．９６ ３０ｔ吊 ０．６２ 

備考 16ｔ吊以上のクレーン機種は、ラフテレーンクレーン油圧伸縮ジブ型とする。 
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備考 改正（平成29年７月） 現行（平成28年７月） 

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

１－９ 管路土工 

１－９－２ バックホウ掘削積込工 DD121702031 

１００ｍ３当たり 

名     称 員数 単位 摘     要 

世 話 役 人 表９－２ 

普 通 作 業 員 人  〃 

バ ッ ク ホ ウ 運 転 工 Ｈ又は日
１－９－３－２ 表９－３、７ 

表９－４（100㎥/日当り施工量）

諸 雑 費 １．０ 式  

計 

１ｍ３当たり  計／100 

表９－７ 機械運転表 

機械名 規 格 指 定 事 項 

バックホウ 
油圧式クローラ型・排出ガス対策型 
（第２次基準値） 
山積０．８０ｍ３（平積０．６０ｍ３） 

運転労務数量 0.16 
燃料消費量  16.0
機械損料数量 1.00 

〃 油圧式クローラ型・排出ガス対策型 
山積０．４５ｍ３（平積０．３５ｍ３） 

運転労務数量 0.16
燃料消費量  9.2
機械損料数量 1.00 

〃 
油圧式クローラ型・排出ガス対策型

後方超小旋回型 
山積０．２８ｍ３（平積０．２０ｍ３） 

運転労務数量 0.16
燃料消費量  6.3
機械損料数量 1.00 

小型バックホウ 
油圧式クローラ型・排出ガス対策型 
（第２次基準値） 後方超小旋回型 
山積０．１３ｍ３（平積０．１０ｍ３） 

運転労務数量 1.00
燃料消費量  25  (日) 
機械損料数量 1.8 

〃 
油圧式クローラ型・排出ガス対策型 

超小旋回型 
山積０．０８ｍ３（平積０．０６ｍ３） 

運転労務数量 1.00
燃料消費量  18  (日) 
機械損料数量 1.8 

１－９－４－２ タンパ運転工（埋戻用・60～80㎏級）  DD121001061
                         １日当たり

名     称 員数 単位 摘     要

特 殊 作 業 員 １．００ 人

ガ ソ リ ン 5．００ L レギュラー

タ ン パ 及 び ラ ン マ １．３８ 供用日 ６０～８０㎏     

諸 雑 費 １．０ 式

計

１－９ 管路土工 

１－９－２ バックホウ掘削積込工 DD121702031 

１００ｍ３当たり 

名     称 員数 単位 摘     要 

世 話 役 人 表９－２ 

普 通 作 業 員 人  〃 

バ ッ ク ホ ウ 運 転 工 Ｈ又は日
１－９－３－２ 表９－３、７ 

表９－４（100/日当り施工量）

諸 雑 費 １．０ 式  

計 

１ｍ３当たり  計／100 

表９－７ 機械運転表 

機械名 規 格 指 定 事 項 

バックホウ 
油圧式クローラ型・排出ガス対策型 
（第２次基準値） 
山積０．８０ｍ３（平積０．６０ｍ３） 

運転労務数量 0.16 
燃料消費量  18.0 
機械損料数量 1.00 

〃 油圧式クローラ型・排出ガス対策型 
山積０．４５ｍ３（平積０．３５ｍ３） 

運転労務数量 0.16
燃料消費量  11.0 
機械損料数量 1.00 

〃 
油圧式クローラ型・排出ガス対策型

後方超小旋回型 
山積０．２８ｍ３（平積０．２０ｍ３） 

運転労務数量 0.16
燃料消費量  7.2 
機械損料数量 1.00 

小型バックホウ 
油圧式クローラ型・排出ガス対策型 
（第２次基準値） 後方超小旋回型 
山積０．１３ｍ３（平積０．１０ｍ３） 

運転労務数量 1.00
燃料消費量  29.0 (日)
機械損料数量 1.8 

〃 
油圧式クローラ型・排出ガス対策型 

超小旋回型 
山積０．０８ｍ３（平積０．０６ｍ３） 

運転労務数量 1.00
燃料消費量  21.0 (日)
機械損料数量 1.8 

１－９－４－２ タンパ運転工（埋戻用・60～80㎏級）  DD121001061
                         １日当たり

名     称 員数 単位 摘     要

特 殊 作 業 員 １．００ 人

ガ ソ リ ン ４．5０ L レギュラー

タ ン パ 及 び ラ ン マ １．３８ 供用日 ６０～８０㎏     

諸 雑 費 １．０ 式

計
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備考 改正（平成29年７月） 現行（平成28年７月） 

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

歩掛の変更 

１－９－５ 発生土処理工 DD113001211    建設廃材処理工 DD113001221

表９－２０ 機械運転表 

機 械 名 規  格 
運転日当たり 

運転時間（Ｈ）
指 定 事 項 

ダンプトラック 

４ｔ車 
運転労務数量 １．００
燃料消費量   ３４
機械損料数量 １．２２

２ｔ車 
運転労務数量 １．００
燃料消費量   ２２
機械損料数量 １．２２

１０ｔ車 
運転労務数量 １．００
燃料消費量   ６５
機械損料数量 １．２２

備考 運転日当り運転時間は、建設機械損料表による。 

１－９－５ 発生土処理工 DD113001211    建設廃材処理工 DD113001221

表９－２０ 機械運転表 

機 械 名 規  格 
運転日当たり 

運転時間（Ｈ）
指 定 事 項 

ダンプトラック 

４ｔ車 
運転労務数量 １．００
燃料消費量   ４１
機械損料数量 １．２２

２ｔ車 
運転労務数量 １．００
燃料消費量   ２６
機械損料数量 １．２２

１０ｔ車 
運転労務数量 １．００
燃料消費量   ７２
機械損料数量 １．２２

備考 運転日当り運転時間は、建設機械損料表による。 
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備考 改正（平成29年７月） 現行（平成28年７月） 

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

単位の訂正 

歩掛の変更 

１－９－４ 埋戻工（バックホウ・水道のみ） DD121702071

１００ｍ３当たり 

名     称 員数 単位 摘     要 

普 通 作 業 員 人 表９－１０、１１、１２ 

世 話 役 人 表９－１０ 

バ ッ ク ホ ウ 運 転 工 Ｈ又は日
１－９－３－２  表９－８、１３

表９－９（100㎥/日当り施工量） 

タ ン パ 運 転 工 ３．０ 日 １－９－４－２  表９－１３ 

埋 戻 し 材 ｍ３

諸 雑 費 １．０ 式  

計 

１ｍ３当たり  計／100 

表９－１３ 機械運転表 

機 械 名 規  格 指 定 事 項 

バックホウ 
油圧式クローラ型・排出ガス対策型 
（第２次基準値） 

山積０．８０ｍ３（平積０．６０ｍ３） 

運転労務数量 ０．１６
燃料消費量  １６．０
機械損料数量 １．０

〃 油圧式クローラ型・排出ガス対策型 
山積０．４５ｍ３（平積０．３５ｍ３） 

運転労務数量 ０．１６
燃料消費量  ９．２
機械損料数量 １．０

〃 
油圧式クローラ型・排出ガス対策型 

後方超小旋回型 
山積０．２８ｍ３（平積０．２０ｍ３） 

運転労務数量 ０．１６
燃料消費量  ６．３
機械損料数量 １．０

小型バックホウ 
油圧式クローラ型・排出ガス対策型 
（第２次基準値） 後方超小旋回型 
山積０．１３ｍ３（平積０．１０ｍ３） 

運転労務数量 １．００
燃料消費量  ２５   (日) 
機械損料数量 １．８

〃 
油圧式クローラ型・排出ガス対策型 

超小旋回型 
山積０．０８ｍ３（平積０．０６ｍ３） 

運転労務数量 １．００
燃料消費量  １８   (日) 
機械損料数量 １．８

タンパ ６０～８０kg

運転労務数量 １．００
燃料消費量  ５．０
機械賃料数量 １．３８（日）
主燃料    ｶﾞｿﾘﾝ 
運転時間   ５時間／日 
作業量    ３３ｍ３／日 

１－９－４ 埋戻工（バックホウ・水道のみ） DD121702071

１００ｍ３当たり 

名     称 員数 単位 摘     要 

普 通 作 業 員 人 表９－１０、１１、１２ 

世 話 役 人 表９－１０ 

バ ッ ク ホ ウ 運 転 工 Ｈ又は日
１－９－３－２  表９－８、１３

表９－９（100/日当り施工量） 

タ ン パ 運 転 工 ３．０ 日 １－９－４－２  表９－１３ 

埋 戻 し 材 ｍ３

諸 雑 費 １．０ 式  

計 

１ｍ３当たり  計／100 

表９－１３ 機械運転表 

機 械 名 規  格 指 定 事 項 

バックホウ 
油圧式クローラ型・排出ガス対策型 
（第２次基準値） 

山積０．８０ｍ３（平積０．６０ｍ３） 

運転労務数量 ０．１６
燃料消費量  １８．０
機械損料数量 １．０

〃 油圧式クローラ型・排出ガス対策型 
山積０．４５ｍ３（平積０．３５ｍ３） 

運転労務数量 ０．１６
燃料消費量  １１．０
機械損料数量 １．０

〃 
油圧式クローラ型・排出ガス対策型 

後方超小旋回型 
山積０．２８ｍ３（平積０．２０ｍ３） 

運転労務数量 ０．１６
燃料消費量  ７．２
機械損料数量 １．０

小型バックホウ 
油圧式クローラ型・排出ガス対策型 
（第２次基準値） 後方超小旋回型 
山積０．１３ｍ３（平積０．１０ｍ３） 

運転労務数量 １．００
燃料消費量  ２９   (日) 
機械損料数量 １．８

〃 
油圧式クローラ型・排出ガス対策型 

超小旋回型 
山積０．０８ｍ３（平積０．０６ｍ３） 

運転労務数量 １．００
燃料消費量  ２１   (日) 
機械損料数量 １．８

タンパ ６０～８０kg

運転労務数量 １．００
燃料消費量  ４．５
機械賃料数量 １．３８（日）
主燃料    ｶﾞｿﾘﾝ 
運転時間   ５時間／日 
作業量    ３３ｍ３／日 
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備考 改正（平成29年７月） 現行（平成28年７月） 

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

歩掛の変更 

１－１１ 連絡工 

１－１１－１ 不断水式割Ｔ字管取出工（鋳鉄製） DD121401011 

  略

表１１－１ 不断水式割Ｔ字管取出工                    １箇所当たり 

本管口径75～300  略 

本管口径
（㎜） 

×
取出口径
（㎜） 

特殊作業員
（人） 

配管工 
（人） 

普通作業員
（人） 

機械損料 
（日） 

雑材料 

３５０ × ５０ 0.58 0.96 1.85 0.14 

労務費

の５％ 

３５０ × ７５ 0.63 0.97 2.19 0.21 

３５０ × １００ 0.64 0.99 2.23 0.22 

３５０ × １５０ 0.66 1.00 2.28 0.25 

３５０ × ２００ 0.68 1.02 2.34 0.27 

４００ × ５０ 0.65 1.06 1.97 0.14 

４００ × ７５ 0.70 1.07 2.31 0.21 

４００ × １００ 0.71 1.09 2.35 0.22 

４００ × １５０ 0.73 1.10 2.40 0.25 

４００ × ２００ 0.75 1.12 2.46 0.27 

４５０ × ７５ ０．６０ ０．８８ ２．１１ ０．２１ 

４５０ × １００ ０．６２ ０．９０ ２．２５ ０．２２ 

４５０ × １５０ ０．６６ １．０１ ２．３２ ０．２５ 

４５０ × ２００ ０．７１ １．１２ ２．４１ ０．２７ 

５００ × ７５ ０．６０ ０．９２ ２．１１ ０．２１ 

５００ × １００ ０．６２ ０．９４ ２．２５ ０．２２ 

５００ × １５０ ０．６６ １．０１ ２．３２ ０．２５ 

５００ × ２００ ０．７１ １．１２ ２．４１ ０．２７ 

６００ × ７５ ０．６０ ０．９２ ２．１１ ０．２１ 

６００ × １００ ０．６２ ０．９４ ２．２５ ０．２２ 

６００ × １５０ ０．６６ １．０１ ２．３２ ０．２５ 

６００ × ２００ ０．７１ １．１２ ２．４１ ０．２７ 

１－１１ 連絡工 

１－１１－１ 不断水式割Ｔ字管取出工（鋳鉄製） DD121401011 

  略

表１１－１ 不断水式割Ｔ字管取出工                    １箇所当たり 

本管口径75～300  略 

本管口径
（㎜） 

×
取出口径
（㎜） 

特殊作業員
（人） 

配管工 
（人） 

普通作業員
（人） 

機械損料 
（日） 

雑材料

３５０ × ５０ ０．５３ ０．８７ １．７４ ０．１４ 

労務費

の５％

３５０ × ７５ ０．５８ ０．８８ ２．０８ ０．２１ 

３５０ × １００ ０．５９ ０．９０ ２．１２ ０．２２ 

３５０ × １５０ ０．６１ ０．９１ ２．１７ ０．２５ 

３５０ × ２００ ０．６３ ０．９３ ２．２３ ０．２７ 

４００ × ５０ ０．５３ ０．８７ １．７４ ０．１４ 

４００ × ７５ ０．５８ ０．８８ ２．０８ ０．２１ 

４００ × １００ ０．５９ ０．９０ ２．１２ ０．２２ 

４００ × １５０ ０．６１ ０．９１ ２．１７ ０．２５ 

４００ × ２００ ０．６３ ０．９３ ２．２３ ０．２７ 

４５０ × ７５ ０．６０ ０．８８ ２．１１ ０．２１ 

４５０ × １００ ０．６２ ０．９０ ２．２５ ０．２２ 

４５０ × １５０ ０．６６ １．０１ ２．３２ ０．２５ 

４５０ × ２００ ０．７１ １．１２ ２．４１ ０．２７ 

５００ × ７５ ０．６０ ０．９２ ２．１１ ０．２１ 

５００ × １００ ０．６２ ０．９４ ２．２５ ０．２２ 

５００ × １５０ ０．６６ １．０１ ２．３２ ０．２５ 

５００ × ２００ ０．７１ １．１２ ２．４１ ０．２７ 

６００ × ７５ ０．６０ ０．９２ ２．１１ ０．２１ 

６００ × １００ ０．６２ ０．９４ ２．２５ ０．２２ 

６００ × １５０ ０．６６ １．０１ ２．３２ ０．２５ 

６００ × ２００ ０．７１ １．１２ ２．４１ ０．２７ 
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備考 改正（平成29年７月） 現行（平成28年７月） 

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

単位の訂正 

注釈の追加 

施工量の見直し 

歩掛の変更 

第２節 付帯工 

２－１ 舗装撤去工 

２－１－１ 舗装版直接掘削積込工（ＡＳのみ） DD121702061

１００ｍ２当たり 

名   称 員数 単位 摘   要 

世 話 役 人 表1－１ 

普 通 作 業 員 人 表１－１

バ ッ ク ホ ウ 運 転 工 Ｈ又は日
１－９－３－２、表１－２、３ 

表１－２－２（100㎡/日当たり施工量）

諸 雑 費 １．０ 式  

計 

１㎡当たり  計／100 

注1 本表は、バックホウによる厚さ15cm以下のアスファルト舗装版破砕積込作業に適用する。 

注2 バックホウ運転日当たり運転時間は6.5時間とする。 

表１－２－２ 日当たり施工量 

１日当たり 

掘 削 機 種 
施工量（㎡） 

舗装厚0cm超え10cm以下 舗装厚10cm超え15cm以下

山積０．０８ｍ３（平積０．０６ｍ３） １４４ １１５ 

山積０．１３ｍ３（平積０．１０ｍ３） １６５ １３４ 

山積０．２８ｍ３（平積０．２０ｍ３） １９４ １６０ 

山積０．４５ｍ３（平積０．３５ｍ３） ２３６ １９９ 

表１－３ 機械運転表 

機械名 規 格 指 定 事 項 

小型バックホウ 
油圧式クローラ型・排出ガス対策型

超小旋回型 
山積０．０８ｍ３（平積０．０６ｍ３） 

運転労務数量 １．００
燃料消費量   １８  (日)
機械損料数量  １．８

小型バックホウ 
油圧式クローラ型・排出ガス対策型
(第２次基準値)  後方超小旋回型 
山積０．１３ｍ３（平積０．１０ｍ３） 

運転労務数量 １．００
燃料消費量   ２５  （日)
機械損料数量  １．８

バックホウ 
油圧式クローラ型・排出ガス対策型

後方超小旋回型 
山積０．２８ｍ３（平積０．２０ｍ３） 

運転労務数量 ０．１６
燃料消費量   ６．３０
機械損料数量  １．００

バックホウ 油圧式クローラ型・排出ガス対策型 
山積０．４５ｍ３（平積０．３５ｍ３） 

運転労務数量 ０．１６
燃料消費量   ９．２０
機械損料数量  １．００

第２節 付帯工 

２－１ 舗装撤去工 

２－１－１ 舗装版直接掘削積込工（ＡＳのみ） DD121702061

１００ｍ２当たり 

名   称 員数 単位 摘   要 

世 話 役 人 表1－１ 

普 通 作 業 員 人 表１－１

バ ッ ク ホ ウ 運 転 工 Ｈ又は日
１－９－３－２、表１－２、３ 

表１－２－２（100/日当たり施工量） 

諸 雑 費 １．０ 式  

計 

１㎡当たり  計／100 

注1 本表は、バックホウによる厚さ15cm以下のアスファルト舗装版破砕積込作業に適用する。 

表１－２－２ 日当たり施工量 

１日当たり 

掘 削 機 種 
施工量（㎡） 

舗装厚0cm超え10cm以下 舗装厚10cm超え15cm以下

山積０．０８ｍ３（平積０．０６ｍ３） １４０ １１２ 

山積０．１３ｍ３（平積０．１０ｍ３） １６０ １３０ 

山積０．２８ｍ３（平積０．２０ｍ３） １８８ １５６ 

山積０．４５ｍ３（平積０．３５ｍ３） ２２８ １９３ 

表１－３ 機械運転表 

機械名 規 格 指 定 事 項 

小型バックホウ 
油圧式クローラ型・排出ガス対策型

超小旋回型 
山積０．０８ｍ３（平積０．０６ｍ３） 

運転労務数量 １．００
燃料消費量   ２１．０(日)
機械損料数量  １．８

小型バックホウ 
油圧式クローラ型・排出ガス対策型
(第２次基準値)  後方超小旋回型 
山積０．１３ｍ３（平積０．１０ｍ３） 

運転労務数量 １．００
燃料消費量   ２９．０(日)
機械損料数量  １．８

バックホウ 
油圧式クローラ型・排出ガス対策型

後方超小旋回型 
山積０．２８ｍ３（平積０．２０ｍ３） 

運転労務数量 ０．１６
燃料消費量   ７．２
機械損料数量  １．００

バックホウ 油圧式クローラ型・排出ガス対策型 
山積０．４５ｍ３（平積０．３５ｍ３） 

運転労務数量 ０．１６
燃料消費量   １１．０
機械損料数量  １．００
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備考 改正（平成29年７月） 現行（平成28年７月） 

注釈の訂正 

２－１－２ 舗装版破砕工（ｺﾝｸﾘｰﾄ圧砕機400KN） DD114103021
                                                                   100ｍ２当たり 

名  称 員 数 単 位    摘       要 

世 話 役 100/ｑ×1 人 表１－５ 

普 通 作 業 員 100/Ｑ+100/ｑ 人 表１－４、５

舗装版圧砕機運転工 100/Ｑ 日 
２－１－３ 

表１－４、６

バ ッ ク ホ ウ 運 転 工

（水道土木・供用）
100/ｑ 日 

２－１－４ 

表１－５、６

諸 雑 費 1.0 式  

計    

１ｍ２当たり   計／100 

 注1～5  

  略 

表１－４ 日当たり施工量Ｑ（舗装版破砕） 

  略 

表１－５ 日当たり施工量ｑ（舗装版掘削積込） 

  略 

２－１－３ 舗装版圧砕機運転工 DD121001131 

   略 

２－１－４ バックホウ運転工（水道土木・供用） DD121001091

略 

表１－６ 機械運転表 

作業内容 機 械 名 規  格 指 定 事 項

直接掘削・積込

バックホウ
油圧式クローラ型
排出ガス対策型
後方超小旋回型

山積０．２８ｍ３

（平積０．２０ｍ３）

運転労務数量  １．００
燃料消費量   ４９
機械損料数量  １．６２

舗装版破砕

①コンクリート圧砕機
②バックホウ
油圧式クローラ型
排出ガス対策型
後方超小旋回型

①400kN ※注 1 
② 山積 ０ ． ２ ８ ｍ ３

（平積０．２０ｍ３）

運転労務数量  １．００
燃料消費量   ４２
機械損料数量① １．４５
機械損料数量② １．６２

破砕後積込

バックホウ
油圧式クローラ型
排出ガス対策型
後方超小旋回型

山積０．２８ｍ３

（平積０．２０ｍ３）

運転労務数量  １．００
燃料消費量   ４５
機械損料数量  １．６２

注1. 損料はコンクリート圧砕装置（建物用）破砕力550～980ｋNを使用

２－１－２ 舗装版破砕工（ｺﾝｸﾘｰﾄ圧砕機400KN） DD114103021
                                                                   100ｍ２当たり 

名  称 員 数 単 位    摘       要 

世 話 役 100/ｑ×1 人 表１－５ 

普 通 作 業 員 100/Ｑ+100/ｑ 人 表１－４、５

舗装版圧砕機運転工 100/Ｑ 日 
２－１－３ 

表１－４、６

バ ッ ク ホ ウ 運 転 工

（水道土木・供用）
100/ｑ 日 

２－１－４ 

表１－５、６

諸 雑 費 1.0 式  

計    

１ｍ２当たり   計／100 

 注1～5  

  略 

表１－４ 日当たり施工量Ｑ（舗装版破砕） 

  略 

表１－５ 日当たり施工量ｑ（舗装版掘削積込） 

  略 

２－１－３ 舗装版圧砕機運転工 DD121001131 

   略 

２－１－４ バックホウ運転工（水道土木・供用） DD121001091

略 

表１－６ 機械運転表 

作業内容 機 械 名 規  格 指 定 事 項

直接掘削・積込

バックホウ
油圧式クローラ型
排出ガス対策型
後方超小旋回型

山積０．２８ｍ３

（平積０．２０ｍ３）

運転労務数量  １．００
燃料消費量   ４９
機械損料数量  １．６２

舗装版破砕

①コンクリート圧砕機
②バックホウ
油圧式クローラ型
排出ガス対策型
後方超小旋回型

①400kN ※注 1 
② 山積 ０ ． ２ ８ ｍ ３

（平積０．２０ｍ３）

運転労務数量  １．００
燃料消費量   ４２
機械損料数量① １．４５
機械損料数量② １．６２

破砕後積込

バックホウ
油圧式クローラ型
排出ガス対策型
後方超小旋回型

山積０．２８ｍ３

（平積０．２０ｍ３）

運転労務数量  １．００
燃料消費量   ４５
機械損料数量  １．６２

注1. 損料は549ｋNを使用 
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備考 改正（平成29年７月） 現行（平成28年７月） 

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

２－２ 舗装復旧工 

２－２－４ 路盤工（施工幅1.8m以上・振動ﾛｰﾗ・タンパ） DD121704032

表２－４ 機械運転表 

機 械 名 規  格 指 定 事 項 

振動ローラ 排出ガス対策型 搭乗式 
コンバインド型 3～4ｔ 

運転労務数量  １．００
燃料消費量   １３
機械賃料数量  １．５２

タンパ ６０～80kg 
運転労務数量  １．００ 
燃料消費量   ４．０ 
機械賃料数量  １．６１ 

２－２－５ 不陸整正工（施工幅1.8m未満・タンパ） DD121704031

表２－７ 機械運転表 

機 械 名 規  格 指 定 事 項 

振動ローラ 排出ガス対策型 搭乗式 
コンバインド型 3～4ｔ 

運転労務数量  １．００
燃料消費量   １３
機械賃料数量  １．５２

タンパ ６０～80kg 
運転労務数量  １．００ 
燃料消費量   ４．０ 
機械賃料数量  １．６１ 

２－２－１０ アスファルト舗装工（人力）   DD113902031

表２－１６ 機械運転表 

機 械 名 規  格 指 定 事 項 適用単価表

振動ローラ ハンドガイド式
0.5～0.6t 

燃料消費量  3 

機械損料数量 1.23 

機－23 

（土木工事標準積算基準書）

振動コンパクタ 40～60kg 
燃料消費量 5 

機械損料数量 1.40 

機－23 

（土木工事標準積算基準書）

２－２ 舗装復旧工 

２－２－４ 路盤工（施工幅1.8m以上・振動ﾛｰﾗ・タンパ） DD121704032

表２－４ 機械運転表 

機 械 名 規  格 指 定 事 項 

振動ローラ 排出ガス対策型 搭乗式 
コンバインド型 3～4ｔ 

運転労務数量  １．００
燃料消費量   １５
機械賃料数量  １．５２

タンパ ６０～80kg 
運転労務数量  １．００ 
燃料消費量   ４．５ 
機械賃料数量  １．６１ 

２－２－５ 不陸整正工（施工幅1.8m未満・タンパ） DD121704031

表２－７ 機械運転表 

機 械 名 規  格 指 定 事 項 

振動ローラ 排出ガス対策型 搭乗式 
コンバインド型 3～4ｔ 

運転労務数量  １．００
燃料消費量   １５
機械賃料数量  １．５２

タンパ ６０～80kg 
運転労務数量  １．００ 
燃料消費量   ４．５ 
機械賃料数量  １．６１ 

２－２－１０ アスファルト舗装工（人力）   DD113902031

表２－１６ 機械運転表 

機 械 名 規  格 指 定 事 項 適用単価表

振動ローラ ハンドガイド式
0.5～0.6t 

燃料消費量  2 

機械損料数量 1.23 

機－23 

（土木工事標準積算基準書）

振動コンパクタ 40～60kg 
燃料消費量  3 

機械損料数量 1.40 

機－23 

（土木工事標準積算基準書）
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備考 改正（平成29年７月） 現行（平成28年７月） 

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

交通誘導警備員の掲

載箇所の変更 

第Ⅱ章 標準歩掛 

第３節 仮設工 

（第Ⅰ章 第３節 間接工事費 ３－２ 共通仮設費からの移項） 

３－２ 交通誘導警備員等 

 ３－２－１適用範囲 

交通誘導警備員による交通管理を行う場合に適用する。 

  ３－２－２計上区分 

現場条件に応じて、交通誘導警備員の配置人員、作業時間帯、期間を計上する。 

表３－２－１－１ 交通誘導警備員の計上区分 

区分 現 場 条 件  
計 算 式 

交通誘導警備員Ａ 交通誘導警備員Ｂ 

１ 
昼間勤務（8:00～17:00） 
実働 8時間（交替要員無し） 

a×必要日数×Ｎ a×必要日数×Ｎ 

２ 
昼間勤務（8:00～17:00） 
実働 9時間（交替要員有り） 

1.2a×必要日数×Ｎ 1.2a×必要日数×Ｎ 

３ 
夜間勤務（20:00～5:00） 
実働 8時間（交替要員無し） 

1.5a×必要日数×Ｎ 1.5a×必要日数×Ｎ 

４ 
夜間勤務（20:00～5:00） 
実働 9時間（交替要員有り） 

1.8a×必要日数×Ｎ 1.8a×必要日数×Ｎ 

５ 
24時間勤務 
実働 22時間（交替要員無し） 

3.0a×必要日数×Ｎ 3.0a×必要日数×Ｎ 

６ 
24時間勤務 
実働 24時間（交替要員有り） 

3.4a×必要日数×Ｎ 3.5a×必要日数×Ｎ 

注１．a：交通誘導警備員単価  Ｎ：配置人員 

  注２．日曜、祝祭日等の休日割増は適用しない。 

  注３．区分5、6は２交替制勤務とする。 

  注４．交替要員有りは、休憩、休息時間についても交通誘導を行う場合に適用する。 

  注５．作業時間帯等が異なる場合は、別途積算するものとする。 
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備考 改正（平成29年７月） 現行（平成28年７月） 

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

文言の修正 

第Ⅲ章 委託関係歩掛 

第１節 設計業務委託料積算基準 

１－１ 適用範囲 

 この積算基準は、水道施設に係る設計業務等を委託する場合に適用する。 

 なお、積算にあたり、本積算基準に記載のない委託業務については、「設計業務等標準積算基準書（神

奈川県県土整備局）」及び「積算参考資料（計画・調査編）（神奈川県県土整備局）」を適用する。 

１－２ 業務委託料の構成 

消費税等相当額

直接原価
直接経費

業務価格
業務原価

業務委託料

直接人件費

その他

一般管理費等

間接原価
その他原価

　事務用品費

　旅費交通費

電子成果品作成費

　特許使用料、製図費等

　電子計算機使用料および
　　　　　　機械器具損料

１－３ 業務委託料構成費目の内容 

 略 

１－４ 業務委託料の積算  

１－４－１ 建設コンサルタントに委託する場合 

  (1) 業務委託料の積算方式 

   業務委託料は次の方式により積算する。 

    業務委託料＝(業務価格)＋(消費税等相当額) 

         ＝[{(直接人件費）＋(直接経費）＋(その他原価）}＋（一般管理費等）］ 

×{1＋(消費税及び地方消費税の税率)} 

(2) 各構成要素の算定 

 ア～エ 

  略 

オ 消費税等相当額 

    消費税等相当額は、業務価格に消費税及び地方消費税の税率を乗じて得た額とする。 

     消費税等相当額＝［｛（直接人件費）＋（直接経費）＋（その他原価）｝ 

＋（一般管理費等）］×（消費税及び地方消費税の税率） 

１－４－２ 個人（建設コンサルタント以外の個人を言う）に委託する場合 

 略 

第Ⅲ章 委託関係歩掛 

第１節 設計業務委託料積算基準 

１－１ 適用範囲 

 この積算基準は、水道施設に係る設計業務等を委託する場合に適用する。 

 なお、積算にあたり、本積算基準に記載のない委託業務については、「設計業務等標準積算基準書（神

奈川県県土整備局）」及び「積算参考資料（計画・調査編）（神奈川県県土整備局）」を適用する。 

１－２ 業務委託料の構成 

消費税相当額

直接原価
直接経費

業務価格
業務原価

業務委託料

直接人件費

その他

一般管理費等

間接原価
その他原価

　事務用品費

　旅費交通費

電子成果品作成費

　特許使用料、製図費等

　電子計算機使用料および
　　　　　　機械器具損料

１－３ 業務委託料構成費目の内容 

 略 

１－４ 業務委託料の積算  

１－４－１ 建設コンサルタントに委託する場合 

  (1) 業務委託料の積算方式 

   業務委託料は次の方式により積算する。 

    業務委託料＝(業務価格)＋(消費税相当額) 

         ＝[{(直接人件費）＋(直接経費）＋(その他原価）}＋（一般管理費等）］ 

×{1＋(消費税率)} 

(2) 各構成要素の算定 

 ア～エ 

  略 

オ 消費税相当額 

    消費税相当額は、業務価格に消費税の税率を乗じて得た額とする。 

     消費税相当額＝［｛（直接人件費）＋（直接経費）＋（その他原価）｝ 

＋（一般管理費等）］×（消費税率） 

１－４－２ 個人（建設コンサルタント以外の個人を言う）に委託する場合 

 略 
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備考 改正（平成29年７月） 現行（平成28年７月） 

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

文言の修正 

注釈の追加 

１－５ 設計変更の積算 

 業務委託の変更は、官積算書を基にして次式により算出する。 

   業 務 価 格 ＝ 変 更 積 算 業 務 価 格 ×  

   （落札率を乗じた額） 

   変 更 業 務 委 託 料 ＝ 業 務 価 格 × （１＋消費税及び地方消費税の税率） 

（落札率を乗じた額） 

 （注）１．変更積算業務価格は、単位、経費をもとに当初設計と同一方法により積算する。 

    ２．直前の請負額、直前の積算額は、消費税等相当額を含んだ額とする。 

第２節 設計業務歩掛 

２－１ 開削工法 

２－１－１ 基本歩掛 小口径（管径350㎜以下） 

  (1) 新設詳細設計 

表－１ 
                                                                １ｋｍ当り標準歩掛 
      職 種 

作業内容 
  主任技師  技師（Ａ）  技師（Ｂ）  技師（Ｃ）    技術員 

  設 計 協 議    (表－２設計協議基本歩掛 により別途積算計上) 

  現 地 調 査     0.6     1.6     2.7     2.7     2.6 

  設 計 計 画       (注2、注9から必要により表－３の歩掛りを計上) 

  各 種 計 算       (注3.    〃               ) 

  図 面 作 成     0.6     1.3     2.6     2.6     2.1 

  数 量 計 算     0.7     1.5     2.9     2.8     2.6 

  審    査     0.4     0.9     1.3     1.2      ― 

   計（参考）     2.3     5.3     9.5     9.3     7.3 

 注1～注9 

  略 

注10 構造計算の伴う弁室等構造物設計を行う場合は別途考慮すること。 

１－５ 設計変更の積算 

 業務委託の変更は、官積算書を基にして次式により算出する。 

   業 務 価 格 ＝ 変 更 積 算 業 務 価 格 ×  

   （落札率を乗じた額） 

   変 更 業 務 委 託 料 ＝ 業 務 価 格 × （１＋消費税率） 

（落札率を乗じた額） 

 （注）１．変更積算業務価格は、単位、経費をもとに当初設計と同一方法により積算する。 

    ２．直前の請負額、直前の積算額は、消費税相当額を含んだ額とする。 

第２節 設計業務歩掛 

２－１ 開削工法 

２－１－１ 基本歩掛 小口径（管径350㎜以下） 

  (1) 新設詳細設計 

表－１ 
                                                                １ｋｍ当り標準歩掛 
      職 種 

作業内容 
  主任技師  技師（Ａ）  技師（Ｂ）  技師（Ｃ）    技術員 

  設 計 協 議    (表－２設計協議基本歩掛 により別途積算計上) 

  現 地 調 査     0.6     1.6     2.7     2.7     2.6 

  設 計 計 画       (注2、注9から必要により表－３の歩掛りを計上) 

  各 種 計 算       (注3.    〃               ) 

  図 面 作 成     0.6     1.3     2.6     2.6     2.1 

  数 量 計 算     0.7     1.5     2.9     2.8     2.6 

  審    査     0.4     0.9     1.3     1.2      ― 

   計（参考）     2.3     5.3     9.5     9.3     7.3 

 注1～注9 

  略 

直前の請負額
直前の積算額

直前の請負額
直前の積算額
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備考 改正（平成29年７月） 現行（平成28年７月） 

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

注釈の追加 

参照する表を記載 

２－１－２ 大口径（管径400㎜以上）  

 表－４                                 １ｋｍ当り標準歩掛 

      職 種 
作業内容 

技師長 主任技師 技師（Ａ） 技師（Ｂ） 技師（Ｃ） 技術員 

  設 計 協 議                    (表－２により別途積算計上) 

  現 地 調 査    0.5    1.3     2.6     4.0     4.0     3.3 

  設 計 計 画    0.3    0.9     1.8     2.6     2.6     ― 

  各 種 計 算     ―    0.9     1.9     2.8     2.7     2.2 

  図 面 作 成     ―    1.1     2.2     3.3     3.3     2.8 

  数 量 計 算     ―    1.3     2.6     3.9     3.9     3.1 

  審    査    0.2    0.7     1.2     2.0     2.0     ― 

   計（参考）    1.0    6.2    12.3    18.6    18.5    11.4 

 注1～注11 

   略 

注12 構造計算の伴う弁室等構造物設計を行う場合は別途考慮すること。 

 ２－１－３ 補   正 

(1) 管径による補正 

  略 

(2) 延長による補正（小口径、大口径） 

  略 

(3) 設計条件による補正（小口径、大口径） 

 ア 難易の指数 

  略 

イ 指数の計と補正係数 

 表－８により設計条件１～４に対応する指数の計の範囲で表－９－１に示す補正係数を選択する。

表－９－１                                                                   

  指数の計 3－6 7－10 11－13 14－17 18－22 

  補正係数 0.70 0.85 1.00 1.15 1.30 

注1 補正対象は作業内容の全項目とする。（ただし、設計協議を除く） 

(4) 工事案件数による補正（小口径、大口径） 

 略 

(5) 仮設配管による補正（小口径、大口径） 

 布設替詳細設計に仮設配管（埋設又は露出）を計上する場合は、次式により歩掛を補正する。ただし、

本歩掛では、仮設配管の口径は、350ｍｍを上限とする。 

 なお、補正対象は作業内容の全項目とする。（ただし、設計協議を除く） 

   補正係数＝１+α（   ） 

 Ｌ：布設替路線全延長（ｍ） 

  ｌ：仮設配管を必要とする委託路線延長（ｍ） 

２－１－２ 大口径（管径400㎜以上）  

 表－４                                 １ｋｍ当り標準歩掛 

      職 種 
作業内容 

技師長 主任技師 技師（Ａ） 技師（Ｂ） 技師（Ｃ） 技術員 

  設 計 協 議                    (表－２により別途積算計上) 

  現 地 調 査    0.5    1.3     2.6     4.0     4.0     3.3 

  設 計 計 画    0.3    0.9     1.8     2.6     2.6     ― 

  各 種 計 算     ―    0.9     1.9     2.8     2.7     2.2 

  図 面 作 成     ―    1.1     2.2     3.3     3.3     2.8 

  数 量 計 算     ―    1.3     2.6     3.9     3.9     3.1 

  審    査    0.2    0.7     1.2     2.0     2.0     ― 

   計（参考）    1.0    6.2    12.3    18.6    18.5    11.4 

 注1～注11 

   略 

 ２－１－３ 補   正 

(1) 管径による補正 

  略 

(2) 延長による補正（小口径、大口径） 

  略 

(3) 設計条件による補正（小口径、大口径） 

 ア 難易の指数 

  略 

イ 指数の計と補正係数 

 表－８により設計条件１～４に対応する指数の計の範囲で補正係数を選択する。 

表－９－１                                                                   

  指数の計 3－6 7－10 11－13 14－17 18－22 

  補正係数 0.70 0.85 1.00 1.15 1.30 

注1 補正対象は作業内容の全項目とする。（ただし、設計協議を除く） 

(4) 工事案件数による補正（小口径、大口径） 

 略 

(5) 仮設配管による補正（小口径、大口径） 

 布設替詳細設計に仮設配管（埋設又は露出）を計上する場合は、次式により歩掛を補正する。ただし、

本歩掛では、仮設配管の口径は、350ｍｍを上限とする。 

 なお、補正対象は作業内容の全項目とする。（ただし、設計協議を除く） 

   補正係数＝１+α（   ） 

 Ｌ：布設替路線全延長（ｍ） 

  ｌ：仮設配管を必要とする委託路線延長（ｍ） 

ｌ
―
Ｌ

ｌ
―
Ｌ
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備考 改正（平成29年７月） 現行（平成28年７月） 

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

参照する表番号の記

載 

注釈の追加 

α：管径補正係数（表―９－２参照）

表－９―２ 

  管径（mm） 700以下 800 900 1000 1100 

   α 0.50 0.49 0.49 0.48 0.47 

  管径（mm） 1200 1350 1500 1600以上 

   α 0.45 0.42 0.41 0.41 

２－２ 推 進 工 法 

２－２－１ 標 準 業 務 内 容 

 略 
２－２－２ 基 本 歩 掛 

２－２－２－１ 刃口推進 

表－10    １００ｍ未満：１箇所当たり 

職 種
作業内容   技師長 

  主 任 
  技 師 

  技 師 
  （Ａ） 

  技 師 
  （Ｂ） 

  技 師 
  （Ｃ） 

技術員 

  設 計 協 議                    (表－２により別途積算計上) 

  現 地 調 査    1.0    1.3    1.6     3.4     3.1    1.9 

公 図 調 査 （表－１３により別途積算計上） 

  設 計 計 画    0.6    0.9    1.6     2.5     2.5     ― 

  各 種 計 算     ―    0.9    1.6     1.9     1.9    1.2 

  図 面 作 成     ―    1.1    2.0     3.0     2.9    2.3 

  数 量 計 算     ―    0.7    1.9     2.6     2.2    1.9 

  審    査    0.8    1.5     ―      ―      ―     ― 

  配 管 設 計 （表－１８及び表－１９により別途積算計上） 

報告書作成 （表－１４により別途積算計上） 

注1～注6 

 略 

注7 構造計算の伴う弁室等構造物設計を行う場合は別途考慮すること。

α：管径補正係数 

表－９―２ 

  管径（mm） 700以下 800 900 1000 1100 

   α 0.50 0.49 0.49 0.48 0.47 

  管径（mm） 1200 1350 1500 1600以上 

   α 0.45 0.42 0.41 0.41 

２－２ 推 進 工 法 

２－２－１ 標 準 業 務 内 容 

 略 
２－２－２ 基 本 歩 掛 

２－２－２－１ 刃口推進 

表－10    １００ｍ未満：１箇所当たり 

職 種
作業内容   技師長 

  主 任 
  技 師 

  技 師 
  （Ａ） 

  技 師 
  （Ｂ） 

  技 師 
  （Ｃ） 

技術員 

  設 計 協 議                    (表－２により別途積算計上) 

  現 地 調 査    1.0    1.3    1.6     3.4     3.1    1.9 

公 図 調 査 （表－１３により別途積算計上） 

  設 計 計 画    0.6    0.9    1.6     2.5     2.5     ― 

  各 種 計 算     ―    0.9    1.6     1.9     1.9    1.2 

  図 面 作 成     ―    1.1    2.0     3.0     2.9    2.3 

  数 量 計 算     ―    0.7    1.9     2.6     2.2    1.9 

  審    査    0.8    1.5     ―      ―      ―     ― 

  配 管 設 計 （表－１８及び表－１９により別途積算計上） 

報告書作成 （表－１４により別途積算計上） 

注1～注6 

 略 
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備考 改正（平成29年７月） 現行（平成28年７月） 

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

注釈の追加 

注釈の追加 

２－２－２－２ 小口径推進（φ250mm以上700mm以下） 

表－1１       500m：１箇所当たり 

職 種
作業内容   技師長 

  主 任 
  技 師 

  技 師 
  （Ａ） 

  技 師 
  （Ｂ） 

  技 師 
  （Ｃ） 

技術員 

  設 計 協 議                    (表－２により別途積算計上) 

  現 地 調 査    1.6    2.2    2.6     5.7     5.2    3.2 

公 図 調 査 （表－１３により別途積算計上） 

  設 計 計 画    1.0    1.5    2.6    4.1     4.1     ― 

  各 種 計 算     ―    1.5    2.6     3.1     3.1    2.0 

  図 面 作 成     ―    1.8    3.3     4.8     4.8    3.8 

  数 量 計 算     ―    1.1    3.2     4.2     3.7    3.1 

  審    査    1.4    2.4     ―      ―      ―     ― 

 配 管 設 計 （表－１８及び表－１９により別途積算計上） 

 報告書作成 （表－１４により別途積算計上） 

注1～注6 

 略 

注7 構造計算の伴う弁室等構造物設計を行う場合は別途考慮すること。 

２－２－２－３ 中大口径推進（φ800mm以上） 

表－1２         500m:１箇所当たり 

職 種
作業内容 

主任
技術者 

  技師長 
主 任 
技 師 

技 師 
（Ａ） 

技 師 
（Ｂ） 

技 師 
（Ｃ） 

技術員 

  設 計 協 議 (表－２により別途積算計上) 

  現 地 調 査    1.0    1.5    2.0    2.5    4.6    4.5    3.6 

公 図 調 査 （表－１３により別途積算計上） 

  設 計 計 画    1.0    1.0    2.1    3.6    5.1    4.6     ― 

  各 種 計 算     ―     ―    1.6    2.7    4.2    4.2    3.2 

  図 面 作 成     ―     ―    1.8    3.9    5.4    5.4    4.4 

  数 量 計 算     ―     ―    1.6    2.6    4.2    3.7    3.2 

  審    査     ―    2.0    2.4     ―     ―     ―    ― 

  配 管 設 計 （表－１８及び表－１９により別途積算計上） 

報告書作成 （表－１４により別途積算計上） 

注1～注6 

 略 

注7 構造計算の伴う弁室等構造物設計を行う場合は別途考慮すること。 

２－２－２－２ 小口径推進（φ250mm以上700mm以下） 

表－1１       500m：１箇所当たり 

職 種
作業内容   技師長 

  主 任 
  技 師 

  技 師 
  （Ａ） 

  技 師 
  （Ｂ） 

  技 師 
  （Ｃ） 

技術員 

  設 計 協 議                    (表－２により別途積算計上) 

  現 地 調 査    1.6    2.2    2.6     5.7     5.2    3.2 

公 図 調 査 （表－１３により別途積算計上） 

  設 計 計 画    1.0    1.5    2.6    4.1     4.1     ― 

  各 種 計 算     ―    1.5    2.6     3.1     3.1    2.0 

  図 面 作 成     ―    1.8    3.3     4.8     4.8    3.8 

  数 量 計 算     ―    1.1    3.2     4.2     3.7    3.1 

  審    査    1.4    2.4     ―      ―      ―     ― 

 配 管 設 計 （表－１８及び表－１９により別途積算計上） 

 報告書作成 （表－１４により別途積算計上） 

注1～注6 

 略 

２－２－２－３ 中大口径推進（φ800mm以上） 

表－1２         500m:１箇所当たり 

職 種
作業内容 

主任
技術者 

  技師長 
主 任 
技 師 

技 師 
（Ａ） 

技 師 
（Ｂ） 

技 師 
（Ｃ） 

技術員 

  設 計 協 議 (表－２により別途積算計上) 

  現 地 調 査    1.0    1.5    2.0    2.5    4.6    4.5    3.6 

公 図 調 査 （表－１３により別途積算計上） 

  設 計 計 画    1.0    1.0    2.1    3.6    5.1    4.6     ― 

  各 種 計 算     ―     ―    1.6    2.7    4.2    4.2    3.2 

  図 面 作 成     ―     ―    1.8    3.9    5.4    5.4    4.4 

  数 量 計 算     ―     ―    1.6    2.6    4.2    3.7    3.2 

  審    査     ―    2.0    2.4     ―     ―     ―    ― 

  配 管 設 計 （表－１８及び表－１９により別途積算計上） 

報告書作成 （表－１４により別途積算計上） 

注1～注6 

 略 
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備考 改正（平成29年７月） 現行（平成28年７月） 

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

注釈の追加 

２－３ 既設管内配管工法 
２－３－１ 標 準 業 務 内 容 

 略 

２－３－２ 既設管内配管工 

表－1７         １箇所当たり 

職 種
作業内容   技師長 

主 任 
技 師 

技 師 
（Ａ） 

技 師 
（Ｂ） 

技 師 
（Ｃ） 

技術員 

  設 計 協 議 (表－２により別途積算計上) 

  現 地 調 査    0.5    0.8    1.4    2.8    2.4    2.4 

公 図 調 査 （表－１３により別途積算計上） 

  設 計 計 画    0.4    0.5    1.5    3.0    1.8     ― 

  各 種 計 算     ―    0.5    1.2    1.9    2.8    1.1 

  図 面 作 成     ―    0.8    1.4    2.6    3.7    3.8 

  数 量 計 算     ―    0.7    1.6    2.4    2.4    2.9 

  審    査    0.7    1.5     ―     ―     ―    ― 

  配 管 設 計 （表－１８及び表－１９により別途積算計上） 

報告書作成 （表－１４により別途積算計上） 

注1～注5 

 略 

注6 構造計算の伴う弁室等構造物設計を行う場合は別途考慮すること。 

２－６ 配 水 池 

２－６－１ 適 用 基 準 

  略 

２－６－２ 基本歩掛

   略

２－６－３ 補正

 ２－６－３－１設計対象容量に係る補正

(1) 基本設計

  略

２－３ 既設管内配管工法 
２－３－１ 標 準 業 務 内 容 

 略 

２－３－２ 既設管内配管工 

表－1７         １箇所当たり 

職 種
作業内容   技師長 

主 任 
技 師 

技 師 
（Ａ） 

技 師 
（Ｂ） 

技 師 
（Ｃ） 

技術員 

  設 計 協 議 (表－２により別途積算計上) 

  現 地 調 査    0.5    0.8    1.4    2.8    2.4    2.4 

公 図 調 査 （表－１３により別途積算計上） 

  設 計 計 画    0.4    0.5    1.5    3.0    1.8     ― 

  各 種 計 算     ―    0.5    1.2    1.9    2.8    1.1 

  図 面 作 成     ―    0.8    1.4    2.6    3.7    3.8 

  数 量 計 算     ―    0.7    1.6    2.4    2.4    2.9 

  審    査    0.7    1.5     ―     ―     ―    ― 

  配 管 設 計 （表－１８及び表－１９により別途積算計上） 

報告書作成 （表－１４により別途積算計上） 

注1～注5 

 略 

２－６ 配 水 池 

２－６－１ 適 用 基 準 

  略 

２－６－２ 基本歩掛

   略

２－６－３ 補正

 ２－６－３－１設計対象容量に係る補正

（1）基本設計

  略
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備考 改正（平成29年７月） 現行（平成28年７月） 

水道事業実務必携改

正に伴う変更 

注釈の見直し 

(2) 詳細設計

実施設計（詳細設計）における設計対象容量に係る補正は第４表、第６表あるいは第８、第９表の各基本歩掛のす

べての項目（ただし、設計協議及び現地調査を除く。）について、第 13表のそれぞれの補正係数を適用する。

第13表 詳細設計対象容量に係る補正係数 

配 水 池
有効容量
（ｍ３）

補  正  係  数

配 水 池

有効容量
（ｍ３）

補 正 係 数

RC造 PC造
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Ｂ

第
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、
９
表
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水
池
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池
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計
を
除

く補
正
率
Ｃ

50以下 0.29 0.54 0.62 1.057 0.903 6,001～7,000 2.27 1.98 1.80 0.887 1.100

51～100まで 0.38 0.59 0.66 1.052 0.915 7,001～8,000 2.41 2.07 1.89 0.881 1.107

101～200 0.51 0.64 0.70 1.047 0.927 8,001～9,000 2.52 2.16 1.94 0.874 1.114

201～300 0.60 0.69 0.74 1.042 0.939 9,001～10,000 2.65 2.25 2.01 0.865 1.120

301～400 0.68 0.74 0.78 1.037 0.951 10,001～12,000 2.86 2.39 2.12 0.857 1.127

401～500 0.75 0.79 0.82 1.032 0.963 12,001～14,000 3.05 2.52 2.22 0.850 1.135

501～600 0.81 0.84 0.86 1.027 0.975 14,001～16,000 3.22 2.64 2.31 0.844 1.143

601～700 0.86 0.89 0.90 1.020 0.989 16,001～18,000 3.38 2.74 2.39 0.839 1.147

701～800 0.90 0.93 0.94 1.007 0.990 18,001～20,000 3.56 2.85 2.47 0.833 1.154

801～900 0.95 0.97 0.97 1.005 1.001 20,001～22,000 3.70 2.96 2.55 0.825 1.163

901～1,000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 22,001～24,000 3.84 3.04 2.61 0.823 1.165

1,001～1,500 1.19 1.16 1.13 0.974 1.028 24,001～26,000 3.96 3.12 2.68 0.818 1.165

1,501～2,000 1.33 1.28 1.23 0.959 1.040 26,001～28,000 4.09 3.21 2.74 0.814 1.172

2,001～2,500 1.48 1.37 1.31 0.951 1.045 28,001～30,000 4.22 3.28 2.80 0.810 1.172

2,501～3,000 1.59 1.46 1.38 0.943 1.059 30,001～35,000 4.48 3.46 2.93 0.803 1.181

3,001～4,000 1.79 1.62 1.51 0.925 1.073 35,001～40,000 4.74 3.63 3.06 0.794 1.187

4,001～5,000 1.96 1.76 1.62 0.908 1.087 40,001～45,000 4.98 3.78 3.17 0.789 1.193

5,001～6,000 2.13 1.88 1.72 0.894 1.092 45,001～50,000 5.21 3.92 3.27 0.785 1.198

注 1.鋼製配水池・調整池の積算

①配水池・調整池の土木設計の積算

 第９表配水池・調整池の土木設計基本歩掛×補正率Ａ×補正率Ｂ

②配水池・調整池の土木設計以外の積算

 第９表配水池・調整池の土木設計以外の基本歩掛×補正率Ａ×補正率Ｃ

③配水地・調整池の積算

 ①＋②

注2.配水池･調整池有効容量が50,000㎥を超える場合は、別途考慮する。

（2）詳細設計

実施設計（詳細設計）における設計対象容量に係る補正は第４表、第６表あるいは第８、第９表の各基本歩掛のす

べての項目（ただし、設計協議及び現地調査を除く。）について、第 13表のそれぞれの補正係数を適用する。

第 13表 詳細設計対象容量に係る補正係数
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有効容量
（ｍ３）

補  正  係  数
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50以下 0.29 0.54 0.62 1.057 0.903 6,001～7,000 2.27 1.98 1.80 0.887 1.100

51～100まで 0.38 0.59 0.66 1.052 0.915 7,001～8,000 2.41 2.07 1.89 0.881 1.107

101～200 0.51 0.64 0.70 1.047 0.927 8,001～9,000 2.52 2.16 1.94 0.874 1.114

201～300 0.60 0.69 0.74 1.042 0.939 9,001～10,000 2.65 2.25 2.01 0.865 1.120

301～400 0.68 0.74 0.78 1.037 0.951 10,001～12,000 2.86 2.39 2.12 0.857 1.127

401～500 0.75 0.79 0.82 1.032 0.963 12,001～14,000 3.05 2.52 2.22 0.850 1.135

501～600 0.81 0.84 0.86 1.027 0.975 14,001～16,000 3.22 2.64 2.31 0.844 1.143

601～700 0.86 0.89 0.90 1.020 0.989 16,001～18,000 3.38 2.74 2.39 0.839 1.147

701～800 0.90 0.93 0.94 1.007 0.990 18,001～20,000 3.56 2.85 2.47 0.833 1.154

801～900 0.95 0.97 0.97 1.005 1.001 20,001～22,000 3.70 2.96 2.55 0.825 1.163

901～1,000 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 22,001～24,000 3.84 3.04 2.61 0.823 1.165

1,001～1,500 1.19 1.16 1.13 0.974 1.028 24,001～26,000 3.96 3.12 2.68 0.818 1.165

1,501～2,000 1.33 1.28 1.23 0.959 1.040 26,001～28,000 4.09 3.21 2.74 0.814 1.172

2,001～2,500 1.48 1.37 1.31 0.951 1.045 28,001～30,000 4.22 3.28 2.80 0.810 1.172

2,501～3,000 1.59 1.46 1.38 0.943 1.059 30,001～35,000 4.48 3.46 2.93 0.803 1.181

3,001～4,000 1.79 1.62 1.51 0.925 1.073 35,001～40,000 4.74 3.63 3.06 0.794 1.187

4,001～5,000 1.96 1.76 1.62 0.908 1.087 40,001～45,000 4.98 3.78 3.17 0.789 1.193

5,001～6,000 2.13 1.88 1.72 0.894 1.092 45,001～50,000 5.21 3.92 3.27 0.785 1.198

注 1.鋼製配水池の積算＝①＋②

①配水池・調整池の土木設計の積算

 第９表配水池・調整池の土木設計基本歩掛×補正率Ａ×補正率Ｂ

②配水池・調整池の土木設計以外の積算

 第９表配水池・調整池の土木設計以外の基本歩掛×補正率Ａ×補正率Ｃ

注2.配水池有効容量が50,000㎥を超える場合は、別途考慮する。


